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第 1章 序論 

 
被曝とは放射線や化学物質等の人体に有害である可能性のあるものにさらされるこ

とであり、放射線被曝とは放射線にさらされることである。しかし、単に被曝といっ

た場合にも放射線被曝を指すことが一般的となっており、本論文でも放射線被曝を指

して被曝と呼ぶこととする。 

人体の被曝は外部被曝と内部被曝に大別される。外部被曝とは体外に存在する放射

線源によって人体が被曝することであり、内部被曝とは吸入摂取、経口摂取あるいは

経皮吸収によって体内に取り込んだ放射性物質によって人体が被曝することである。

人体の被曝量を評価する指標として、線量の概念が国際放射線防護委員会

（International Commission on Radiological Protection: ICRP）によって提案されてきた(1-3)。

放射線防護において、比較的高い線量によって発生する確定的影響を避ける目的のた

めには、各臓器・組織における吸収線量に放射線加重係数を乗算した等価線量が使用

される。一方、確率的影響のリスクをマネジメントする目的のためには、等価線量に

組織加重係数を乗じて加算した実効線量が一般に使用される。ただし、特定の臓器・

組織が局所的に被曝する場合には確率的影響の発生を抑える目的で等価線量を使用す

る場合もある。このような放射線防護の目的のために使用される等価線量及び実効線

量を防護量と呼ぶ。 

外部被曝の場合、確定的影響が問題となるような局所的な被曝がなければ、その線

量は実効線量が指標となる。しかし、各臓器・組織の吸収線量を直接計測することは

できない。そこで、胸部（あるいは腹部）に装着された個人線量計によって計測され

る実用量を使用して線量が評価される。この実用量は、国際放射線単位測定委員会

（International Commission on Radiation Units and Measurements: ICRU）によって定義さ

れた 1cm 線量当量であり(4, 5)、特別な場合（特定エネルギーの中性子による被曝時）

を除いて、放射線の種類やエネルギーに依らずに常に防護量である実効線量に対して

安全側に過大評価するよう値付けされている。このように、外部被曝による線量は、

実用量の計測により比較的簡便に評価できる手法が確立しており、1990 年代から各国

の放射線管理に広く導入されてきた。 

一方、内部被曝の場合、体内に取り込んだ放射性物質が時間とともに特定の臓器・

組織を経由し、やがて減衰するか体外へ排泄される。そのため、全身に分布するごく
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一部の放射性物質を除いては特定の臓器・組織への局所的な被曝が問題となる場合が

多い。そこで、内部被曝による線量を評価するためには、放射性物質の体内での挙動

（体内動態）を明らかにすることが不可欠である。しかし、放射性物質の体内動態は、

放射性同位元素の種類やその化学形・粒径、取り込みの経路・期間・回数、さらには

取り込んだ人の年齢、被曝線量低減のための医学的処置の有無等の多くの要因に依存

する。このような要因に依存しないような実用量を定義することは困難であるため、

内部被曝による線量を外部被曝のように一律に評価することはできない。 

内部被曝による線量を評価するためには、はじめに直接的あるいは間接的に取り込

んだ放射性物質を計測する必要がある。直接的に計測する手法を体外計測法（直接法）、

また間接的に計測する手法をバイオアッセイ法（間接法）と呼ぶ。体外計測法は、体

内に残留している放射性物質から放出される光子を体外に設置した検出器で計測する

手法であり、ガンマ線放出核種を対象として実施される。体内の微量な放射性物質を

検出するためには、自然放射線に対する十分な遮蔽及び高感度な検出器が要求される。

一方、バイオアッセイ法は、体外に排泄された試料（主に尿及び糞）を計測する手法

であり、アルファ線やベータ線放出核種を対象とすることができる。しかし、試料採

取、前処理、化学分離を経る必要があるため、計測までに要する時間が長い。体外計

測法及びバイオアッセイ法の代表的な対象核種と特徴を表 1.1 にまとめる。なお、何

らかの原因で体外計測法やバイオアッセイ法がいずれも実施できない場合には、放射

性物質を取り込んだ環境における空気中の放射能濃度を計測することもあるが、評価

精度は低い。 

 

 

表 1.1 体外計測法及びバイオアッセイ法の特徴 

 体外計測法 バイオアッセイ法 

代表的な 

測定対象核種 

ガンマ線放出核種 

（137Cs, 60Co, 131I, 54Mn, 241Am 等） 

アルファ線・ベータ線放出核種 

（239Pu, 238U, 235U, 90Sr, 3H 等） 

特徴 

・ 十分な遮蔽及び高感度な検出器が

必要 

・ 取り込み直後から計測可能 

・ 継続的に計測可能 

・ 計測までに要する時間が長い 

・ 排泄された微量な放射性物質を検

出可能 
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体外計測法による計測では、全身あるいは特定の臓器・組織に残留する体内放射能

が得られる。一方、バイオアッセイ法による計測では、排泄された試料中に含まれる

放射能が得られる。これらの放射能を体内残留率あるいは排泄率で除算することによ

り、取り込んだ放射性物質の総放射能が計算される。この体内残留率及び排泄率は、

取り込んだ放射性物質の体内動態に依存するため、どのような条件で放射性物質を取

り込んだかを考慮しなければいけない。空気中の放射能濃度から評価する場合には、

その環境における作業時間、呼吸率、マスク等の着用による防護係数などを考慮して

取り込んだ放射性物質の総放射能を計算する。内部被曝による線量は、取り込んだ放

射性物質の総放射能に実効線量係数あるいは各臓器・組織の等価線量係数を乗算する

ことで評価される。体外計測法で得られる体内放射能あるいはバイオアッセイ法で得

られる排泄試料中に含まれる放射能から内部被曝による線量を評価するまでの過程を

図 1.1に示す。内部被曝に係る線量係数は、ICRP Publ. 68
(6)及び Publ. 72

(7)で勧告され、

最近、外部被曝に係る線量換算係数と併せて ICRP Publ. 119
(8)でまとめられた。 

 

 

 

図 1.1 体外計測法及びバイオアッセイ法による内部被曝線量評価の過程 

 

 

 実効線量係数及び等価線量係数は、放射性物質の単位放射能の取り込みによる内部

被曝線量（Sv）を表す換算係数である。この換算係数を計算する手法は、ICRP Publ. 30
(9)

で提案され、現在でも採用されている。この勧告では、線源器官に存在する放射性物

質が 1壊変した時に放出される放射線が標的器官で吸収されるエネルギーの割合を表
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す比実効エネルギー（Specific Effective Energy: SEE）が定義された。ある線源器官 S

に対する標的器官 Tの比実効エネルギーSEE (T←S)（Sv/Bq）は、式 1.1 で計算される。 

 

𝑆𝐸𝐸(𝑇 ← 𝑆) = ∑
𝑌𝑅∙𝐸𝑅∙𝑤𝑅∙𝐴𝐹(𝑇←𝑆)𝑅

𝑚𝑅      1.1 

 

ここで、Rは線源器官 Sにある放射性物質から放出される放射線、YRは放射線 Rの放

出割合、ERは放射線 Rのエネルギー（J）、wRは放射線 Rの放射線加重係数、AF(T←S)R

は放射線 Rのエネルギーが標的器官 Tに吸収される割合（Absorbed Fraction: AF）、m

は標的器官 Tの質量（g）である。AFは人体ファントムを使用した放射線輸送計算に

よって評価され、一般に標的器官の単位質量あたりの吸収割合である比吸収割合

（Specific Absorbed Fraction: SAF）として提供される。SAFは使用する人体ファントム

の各臓器・組織の質量や幾何学的位置関係に依存する。そこで、以前は人体ファント

ムとして数式で記述された比較的簡便な数学ファントムが使用されていたが、近年で

は CTやMRIなどの医用画像データを基に、ボクセル（Voxel: volume pixel）と呼ば

れる微小直方体の積み重ねによって実際の人体を忠実に再現したボクセルファントム

が使用されるようになってきた。ICRP Publ. 110
(10)では、ICRP標準成人ボクセルファ

ントムが開発されている。標的器官 Tの等価線量 HT(τ)（Sv）は、式 1.1に示した SEE 

(T←S)（Sv/Bq）を使用して式 1.2 によって計算される。 

 

𝐻𝑇(𝜏) = ∑ 𝑈𝑠(𝜏) ∙ 𝑆𝐸𝐸(𝑇 ← 𝑆)𝑆      1.2 

 

ここで、US(τ)は取り込んだ放射性物質が預託期間 τ の間に線源器官 Sで壊変する総数

である。つまり、式 1.2 では預託期間 τ にわたって全ての線源器官 S に対する標的器

官 Tの総線量を評価することになる。そこで、これを特に預託等価線量と呼ぶ。預託

期間は、成人については 50年、子供及び乳幼児の場合は取り込み時から 70歳までと

されているが、体内に取り込んだ放射性物質は時間とともに減衰しながら排泄されて

いくため、取り込みからの年数が経つにつれて被曝線量は小さくなっていく。US(τ)は

取り込んだ放射性物質の各臓器・組織での放射能の経時変化（残留率関数）を預託期

間 τ で積分した値である。また、各臓器・組織の残留率関数は、取り込んだ放射性物

質の体内動態を解析することで得られる。ICRP や NCRP はこれまでにいくつかの体

内動態モデルを開発してきた(9, 11-17)。預託実効線量 E(τ)は、各標的器官の預託等価線量



5 

 

HT(τ)を使用して式 1.3 によって計算される。 

 

𝐸(𝜏) = ∑ 𝐻𝑇(𝜏) ∙ 𝑤𝑇𝑇       1.3 

 

ここで、wTは組織加重係数である。放射性物質の単位取り込み量に対して、上記の手

法によって計算された預託実効線量及び預託等価線量がそれぞれ実効線量係数及び等

価線量係数となる。 

内部被曝を伴った事故は、発生した施設や状況によって 3 パターンに大きく特徴づ

けることができる。ひとつは原子力発電施設における内部被曝であり、炉内構造物の

中性子による放射化で生成する 60
Co が重要となる。次に核燃料再処理施設における内

部被曝であり、使用済み核燃料に含まれるプルトニウムやアメリシウム等のアクチニ

ド元素が重要となる(18, 19)。最後にチェルノブイリ原子力発電所事故や福島第一原子力

発電所事故をはじめとする環境中への多量の放射性物質の放出を伴う原子炉事故後の

緊急時における公衆の内部被曝であり、131
I及び 137

Cs を中心とした核分裂生成物が重

要となる(20-23)。本論文では、内部被曝評価全体の発展に資するべく、上記の 3 パター

ンについてそれぞれの現状と課題を整理するとともに、開発した体内動態解析コード

を応用することでその解決を試みた。本論文の第 2 章では、開発した体内動態解析コ

ードについて述べる。また、第 3-5 章では原子力発電施設における内部被曝、核燃料

再処理施設における内部被曝、そして原子炉事故後の緊急時における公衆の内部被曝

についてそれぞれ述べる。最後に、第 6章では第 2-5章で得られた成果をまとめる。  
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第 2章 体内動態解析コードの開発 

 

2.1 体内動態解析の現状と課題 

 

2.1.1 体内動態モデルの変遷 

 

 放射性物質の体内動態は、1959 年に ICRP の第 2 専門委員会によって勧告された

ICRP Publ. 2
(24)で世界的に初めて議論された。当時は、各臓器・組織の等価線量に組織

加重係数を掛け合わせて計算される実効線量の概念がまだなく、被曝による影響が最

も大きいと考えられる臓器（決定臓器）のみを放射線防護の対象としていた。したが

って、内部被曝は、決定臓器の線量と許容線量との比較によって管理されていた。な

お、決定臓器は以下の条件を考慮して決定された。 

 

 ① 放射性物質の沈着が最も大きい 

 ② 全身の健康を保つ上で必要不可欠である 

 ③ 取り込んだ放射性物質による障害を受ける 

 ④ 放射線感受性が高い 

 

 決定臓器による内部被曝管理の概要を図 2.1 に示す。放射性物質の摂取経路は、経

気道（吸入）あるいは経口に分類された。また、摂取した放射性物質は、「可溶性」あ

るいは「難溶性又は不溶性」の化合物に分類された。経気道摂取した放射性物質は肺

に沈着し、経口摂取した放射性物質は消化管を経由する。摂取した放射性物質が可溶

性の化合物である場合には、肺あるいは消化管から体内に吸収されて決定臓器に至る。

一方、難溶性又は不溶性の化合物の場合には肺あるいは消化管が決定臓器となるため、

これら以外の臓器については考慮する必要がない。決定臓器に至った放射性物質は、

物理学的半減期とその臓器の生物学的半減期による実効半減期で減衰することとし、

決定臓器以降の排泄に至る経路はなかった。ICRP の第 4 専門委員会が勧告した ICRP 
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Publ. 10
(25)は、ICRP Publ. 2

(24)を踏襲した上で、新たにプルトニウムなどのバイオアッ

セイ法が有効な核種の内部被曝管理を可能にするために、尿中及び糞中に含まれる放

射能と血液中の放射能とを関連付ける式を示すなどの進展をみせたが、依然として排

泄に至るまでの経路は示されなかった。 

 

 

 

図 2.1 決定臓器による内部被曝管理の概要 

 

 

 ICRP Publ. 19
(26)では、プルトニウムやアメリシウム等のアクチニド元素を対象とし

た呼吸器系モデルが示された。本モデルは、現在の体内動態モデルにも採用されてい

るコンパートメントモデルであり、図 2.2 に示すように、各臓器・組織は複数のコン

パートメントとして表されている。吸入摂取した放射性物質はまず各コンパートメン

トに初期沈着として割り振られ、次にそれらがコンパートメント間の移行係数にした

がって次々にコンパートメントを移行していく。初期沈着と移行係数は、それぞれ吸

入摂取したエアロゾルの粒子径と化合物の化学形に依存する。本モデルの原型は ICRP

肺動力学タスクグループですでに開発されていたが、ICRP Publ. 19 では各コンパート

メント間の移行係数が改訂された。その移行係数を表 2.1 に示す。化合物は、これま

で「可溶性」あるいは「難溶性又は不溶性」に分類されていたが、本モデルでは呼吸

器への残留時間に着目した「D (Retained for days)」、「W (Retained for weeks)」、「Y 

(Retained for years)」の 3パターンに分類された。例えば、表 2.1 における肺のコンパ

ートメント P（Pulmonary）の経路(e)に着目すると、化合物の分類が D の場合には初

期沈着した放射性物質の 80%が 0.5 日の半減期に相当する移行速度で血液へと吸収さ

れるのに対し、W の場合には 15%が 50 日の移行速度で吸収され、Y の場合にはわず

か 5%が 500 日の移行速度で吸収されることがわかる。また、コンパートメント P の

残りの割合に着目すると、D の場合には残りの 20%も 0.5 日の移行速度で他のコンパ
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ートメントに移行するのに対し、W 及び Yの場合には、いずれも 40%は 1日の移行速

度で消化管へ移行するものの、45%はそれぞれ 50日及び 500日の移行速度で移行する。

つまり、化合物の分類が D の場合には数日にわたり、W の場合には数週間にわたり、

そしてYの場合には数年にわたり放射性物質が呼吸器に残留することを意味している。

ICRP Publ. 19
(26)には、肺あるいは消化管から血液へと吸収されたアクチニド元素の、

肝臓、骨格、腎臓等への移行に関するモデルも記述されており、これらは後に勧告さ

れる ICRP Publ. 30
(9)のベースとなっている。また、これに続く ICRP Publ. 20

(27)には、

骨格へ移行しやすいことが知られているカルシウム、ストロンチウム、バリウム、ラ

ジウム等のアルカリ土類金属元素の体内動態に関して記述されている。 

 

 

 

図 2.2 ICRP Publ. 19における呼吸器系モデル(26)
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表 2.1  ICRP Publ. 19における呼吸器系モデルに係る移行係数(26)
 

コンパートメント 移行経路 
化合物の分類 

(D) (W) (Y) 

N-P 
(a) 0.01 d / 0.5 0.01 d / 0.1 0.01 d / 0.01 

(b) 0.01 d / 0.5 0.4 d / 0.9 0.4 d / 0.99 

T-B 
(c) 0.01 d / 0.95 0.01 d / 0.5 0.01 d / 0.01 

(d) 0.2 d / 0.05 0.2 d / 0.5 0.2 d / 0.99 

P 

(e) 0.5 d / 0.8 50 d / 0.15 500 d / 0.05 

(f) - 1 d / 0.4 1 d / 0.4 

(g) - 50 d / 0.4 500 d / 0.4 

(h) 0.5 d / 0.2 50 d / 0.05 500 d / 0.15 

L (i) 0.5 d / 1.0 50 d / 1.0 1000 d / 0.9 

（移行速度を表す半減期 / 移行する割合） 

※コンパートメント及び移行経路は図 2.2 に対応 

 

 

 ICRPの基本勧告のひとつである ICRP Publ. 26
(1)では、放射線防護の線量に関する新

たな概念として加重平均線量当量が定義された。これは現在の実効線量に相当する線

量であり、表 2.2 に示すように各組織・臓器の組織加重係数（当時の表記は組織荷重

係数）も併せて勧告された。これにより、これまでの決定臓器の線量のみでは加重平

均線量当量は評価できないため、決定臓器以外の主要な臓器・組織の線量を評価する

ことが必要となった。加重平均線量当量は、1978年のストックホルム声明で実効線量

当量に名称が変更された。 
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表 2.2 ICRP Publ. 26で勧告された組織加重係数(1)
 

臓器・組織 組織加重（荷重）係数 

生殖腺 0.25 

乳房 0.15 

赤色骨髄 0.12 

肺 0.12 

甲状腺 0.03 

残りの臓器・組織 0.3 

 

 

 決定臓器以外の臓器・組織の線量を評価するために、ICRP Publ. 30
(9)では呼吸器系モ

デル及び胃腸管モデルが勧告された。この呼吸器系モデルは、ICRP Publ. 19 の呼吸器

系モデルを原型としている。また、約 90の元素について、その酸化物、水酸化物、硫

化物、硝酸化物等が排泄されるまでの組織系動態モデルも統一的に示された。これに

より、放射性物質の吸入及び経口摂取に対して、それが排泄に至るまでの体内動態を

解析することが可能となった。しかし、排泄は簡易的に骨や肝臓等の各臓器・組織か

ら直接起こるとされており、腎臓や膀胱までは再現されていない。対象とされた核種

は、主に原子力施設で見られる放射化物及び RI化合物であり、加速器施設で発生する

短寿命核種や放射性医薬品として使用される核種は対象外であった。第 1章で述べた

ように、ICRP Publ. 30では、比実効エネルギー（SEE）に基づく内部被曝による線量

の評価体系も確立した。ICRP Publ. 30 までの体内動態に関連する勧告を表 2.3にまと

める(28)。 
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表 2.3 ICRP Publ. 30までの体内動態に関連する勧告(28)
 

ICRP Publ. 

番号(年) 
体内動態に関する記述 

2 

(1960) 

・決定臓器による内部被曝管理 

・化合物を「可溶性」と「難溶性又は不溶性」に分類 

10 

(1968) 

・ICRP Publ. 2 を踏襲 

・尿中及び糞中放射能と血液中の放射能との関連式 

19 

(1972) 

・アクチニド元素を対象とした呼吸器系モデル（ICRP Publ. 30 の原型） 

・化合物を「可溶性」、「難溶性又は不溶性」の 2分類から「D」、「W」、

「Y」の 3分類に変更 

20 

(1973) 
・アルカリ土類金属元素の骨格への移行を含む体内動態 

30 

(1978) 

・呼吸器系モデル（ICRP Publ. 19 を踏襲） 

・胃腸管モデル 

・約 90の元素に対する組織系動態モデル（簡易的に排泄も再現） 

・内部被曝による線量の評価体系の確立（比実効エネルギーの定義） 

 

 

 1986年に、チェルノブイリ原子力発電所事故が発生した。それ以前には、成人作業

者を対象とした内部被曝管理について検討が進められてきたが、公衆についてはあま

り検討されていなかった。しかし、この事故をきっかけに、乳児、幼児及び子共を含

む公衆の内部被曝が着目されるようになった。そこで、ICRP Publ. 56
(11)では、セシウ

ム、ストロンチウム、ヨウ素、プルトニウム、アメリシウム等を含む 12元素を対象と

した公衆の組織系動態モデルが開発され、その移行係数が年齢別に勧告された。この

年齢区分は、3 ヵ月（0-1 歳）、1 歳（1-2 歳）、5 歳（2-7 歳）、10 歳（7-12 歳）、15 歳

（12-17 歳）及び成人（17 歳以上）の 6 区分である。この勧告は、公衆の体内動態に

関する勧告のパート 1であり、この後 1990 年代にパート 2からパート 4までが勧告さ

れ、対象とする元素の追加とモデルの改訂が次々と実施された。 

 ICRP Publ. 26
(1)以来の基本勧告である ICRP Publ. 60

(2)では、実効線量当量の名称が実
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効線量へと変更された。また、組織加重係数（当時の表記は組織荷重係数）が表 2.4

に示すように改訂された。組織加重係数が割り当てられた臓器・組織は、従来（表 2.2

参照）と比較して 7つ追加され、実効線量を評価するためにはこれらの臓器・組織の

等価線量の評価も必要となった。そこで、ICRP Publ. 56
(11)のパート 1に続くパート 2

である ICRP Publ. 67
(12)では、組織加重係数が新たに割り当てられた膀胱の等価線量を

評価するための膀胱モデルが開発された。また、パート 1 に 12 元素を追加した合計

24 元素を対象とした組織系動態モデルが勧告された。さらに、プルトニウム等の一部

の元素に対する組織系動態モデルは改訂され、特に生理学的物質動態モデルと呼ばれ

るようになった。生理学的物質動態モデルでは、膀胱の追加に併せて腎臓が詳細化さ

れた他、軟組織等も詳細化された。ICRP Publ. 56及び ICRP Publ. 67 におけるプルトニ

ウムの体内動態モデルを図 2.3で比較する。パート 3 となる ICRP Publ. 69
(14)では、新

たにウランを含む 4元素のモデルが勧告された。ウランの体内動態モデルも、プルト

ニウムと同様に生理学的物質動態モデルであり、詳細化された腎臓や軟組織等を有し

ている。最終的に、パート 4である ICRP Publ. 71
(15)で、パート 2 及びパート 3で対象

とされた元素を含む合計 31元素の体内動態モデルがまとめられた。 
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表 2.4 ICRP Publ. 60で勧告された組織加重係数(2)
 

臓器・組織 組織加重（荷重）係数 

生殖腺 0.20 

赤色骨髄 0.12 

結腸 0.12 

肺 0.12 

胃 0.12 

膀胱 0.05 

乳房 0.05 

肝臓 0.05 

食道 0.05 

甲状腺 0.05 

皮膚 0.01 

骨表面 0.01 

残りの臓器・組織 0.05 
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a) ICRP Publ. 56 

 

 

b) ICRP Publ. 67 

図 2.3 ICRP Publ. 56及び ICRP Publ. 67におけるプルトニウムのモデル(11, 12)
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 ICRP Publ. 30
(9)で勧告された呼吸器系モデル及び胃腸管モデルは、それぞれ ICRP 

Publ. 66
(13)でヒト呼吸気道モデル、ICRP Publ. 100

(16)でヒト消化管モデルに改訂され、

両者ともにコンパートメントが詳細化された。特に、ヒト呼吸気道モデルでは、化合

物の分類が、「D」、「W」、「Y」から、呼吸器からの血液への吸収の速度に着目した「F 

(Fast)」、「M (Moderate)」、「S (Slow)」へ変更された。また、ヒト消化管モデルでは、年

齢別の移行係数が勧告された。これらのモデルについては、2.2.1 および 2.2.2 で詳細

を述べる。これ以降、現在に至るまで新たな体内動態モデルは勧告されていないが、

ヒト呼吸気道モデル及び各元素の組織系動態モデルが改訂される予定であり、そのド

ラフトが ICRPのホームページで公開されている(29-31)。ICRP Publ. 56
(11)以降の体内動態

に関連する勧告を表 2.5にまとめる(28)。 

 

 

表 2.5 ICRP Publ. 56以降の体内動態に関連する勧告(28)
 

ICRP Publ. 

番号(年) 
体内動態に関する記述 

56 

(1989) 

・年齢別の体内動態に関する勧告のパート 1 

・セシウム、ヨウ素、プルトニウム等を含む 12元素を対象 

67 

(1992) 

・年齢別の体内動態に関する勧告のパート 2 

・膀胱モデル 

・パート 1に 12元素を追加した 24元素を対象 

・プルトニウム等の一部の元素については生理学的物質動態モデル 

66 

(1994) 

・ICRP Publ. 30 の呼吸器系モデルを改訂したヒト呼吸気道モデル 

・化合物の分類を「D」、「W」、「Y」から「F」、「M」、「S」に変更 

69 

(1995) 

・年齢別の体内動態に関する勧告のパート 3 

・ウランを含む 4元素を対象 

71 

(1995) 

・年齢別の体内動態に関する勧告のパート 4 

・パート 2及びパート 3で対象とされた元素含む 31元素を対象 

100 

(2006) 

・ICRP Publ. 30 の胃腸管モデルを改訂したヒト消化管モデル 

・年齢別の移行係数 
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2.1.2 過去に開発された内部被曝に係る計算コード 

 

 体内動態モデルを解析するためには、計算コードを使用した数値解析が必要である。

これまでに、体内動態モデルを取り入れた内部被曝に係る計算コードが目的に応じて

いくつか開発されてきた(32)。 

ICRP Publ. 19
(26)の呼吸器系モデルと ICRP Publ. 30

(9)の胃腸管モデルを使用した内部

被曝に係る計算コードである INREM-IIは、米国オークリッジ国立研究所（Oak Ridge 

National Laboratory: ORNL）で開発された(33)。この計算コードは、比実効エネルギー

（SEE）に相当する S-factorが入力データのひとつとなっており、解析した体内動態を

基に各臓器・組織の線量のみを出力する計算コードとなっている。そのため、各臓器・

組織への残留率の経時変化（残留率関数）を出力することはできない。しかし、吸入

摂取時の呼吸気道への初期沈着として任意の割合を入力できること、吸入及び経口摂

取の条件として、急性 1回摂取の他、任意の継続時間における連続摂取や時間ステッ

プごとに（最大 30 ステップ）摂取率を変化させた摂取に対して計算できることなどに

特徴がある。また、胃腸管モデルでは消化管から血液への吸収は小腸でのみ起こると

しているが、その他の消化管からの吸収を考慮することも可能である。 

 ICRP Publ. 30
(9)の呼吸器系モデル及び胃腸管モデルを使用した内部被曝に係る計算

コードである PEDAL は、旧英国放射線防護庁（National Radiological Protection Board: 

NRPB）で開発された(34)。この計算コードは、単位摂取量あたりの各臓器・組織の預

託等価線量及び預託実効線量を出力するための計算コードである。当時の計算コード

は成人作業者のみを対象としていたが、NRPB では乳児、幼児及び子供を含む公衆を

対象とした内部被曝に係る線量係数の計算にも PEDAL を使用するようになった。し

かし、体内動態モデルの移行係数は計算コード内に組み込まれていたため、移行係数

を変化させるためにはその都度計算コード自体を修正する必要があり、取り扱いは簡

便ではなかった。そこで、PEDAL の問題点を解決した PEDAL2 が開発された(35)。

PEDAL2は、PEDAL に比べて取り扱いが容易である他、任意の預託期間や急性 1回摂

取以外の摂取条件を設定することが可能である特徴がある。これらの計算コードによ

って、年齢区分、吸入摂取時のエアロゾルの粒径サイズ、預託期間等の条件ごとに計

算された膨大な量の結果は、データベースである RAPID に格納されていった(36)。

RAPIDに格納されている預託等価線量係数及び預託実効線量係数は、NRPBの刊行物
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にもまとめられている(37)。 

 ICRP Publ. 60
(2)に基づく内部被曝に係る計算コードである IMBA（Integrated Modules 

for Bioassay Analysis）は、1997年に NRPBを中心として開発された (38)。IMBAは、体

外計測法やバイオアッセイ法によって得られた個人モニタリングのデータから摂取量

を推定する際、個人モニタリングのデータに良く一致する最適な摂取条件を決定する

ことができる点に特徴があり、現在でも広く利用されている。しかし、体内動態の解

析結果の出力は、個人モニタリングの対象となる全身、肺、尿中、糞中等に限られて

おり、その他の臓器・組織への残留率関数を出力することはできない。 

 以上のように、これまでに開発された内部被曝に係る計算コードは、使用する体内

動態モデルが最新ではない、解析できる摂取条件が限られる、出力できる結果が限ら

れる等の問題がある。そこで、本論文では最新の体内動態モデルに基づき、高い汎用

性及び拡張性を有する体内動態解析コードを開発することとした。 
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2.2 解析する体内動態モデルの詳細 

 

2.2.1 ヒト呼吸気道モデル 

 

ヒト呼吸気道モデルは、ICRP Publ. 30
(9)の呼吸器系モデルを改訂したものであり、

ICRP Publ. 66
(13)で勧告された。従来のモデルとの大きな違いは、実際の呼吸気道の解

剖をより忠実に再現している点であり、呼吸気道のコンパートメントの数が 4から 14

へと大幅に増えた。呼吸気道は、解剖学の観点から前鼻道、後鼻道、口腔、咽頭、喉

頭、気道、気管支、細気管支、呼吸細気管支及び肺胞等に分類される。これらの解剖

学的分類を参照し、ヒト呼吸気道モデルでは、胸郭外領域（Extrathoracic region: ET）、

気管支領域（Bronchial region; BB）、細気管支領域（Bronchiolar region: bb）及び肺胞-

間質領域（Alveolar-interstitial region: AI）の 4領域に分類された。呼吸気道の解剖学的

分類とヒト呼吸気道モデルにおける分類とを図 2.4 で比較する。呼吸気道モデルにお

ける各領域及びリンパ節（Lymph nodes: LN）には、それぞれ複数のコンパートメント

が割り当てられている。胸郭外領域のコンパートメントは、ET1、ET2 及び ETseq の 3

つである。ET1は解剖学的分類の前鼻道にあたる。また、ET2及び ETseqは後鼻道、口

腔、咽頭及び喉頭にあたる。気管支領域のコンパートメントは、BB1、BB2及び BBseq

の 3 つであり、解剖学的分類の気管、主気管支及び気管支にあたる。また、細気管支

領域のコンパートメントは、bb1、bb2及び bbseqの 3つであり、解剖学的分類の細気管

支及び終末細気管支にあたる。そして、肺胞-間質領域のコンパートメントは、AI1、

AI2及び AI3の 3つであり、解剖学的分類の呼吸細気管支及び肺胞にあたる。一方、リ

ンパ節のコンパートメントは、LNET及び LNTHの 2つである。LNETは胸郭外領域のリ

ンパ節、LNTH は気管支領域、細気管支領域及び肺胞-間質領域のリンパ節にあたる。

ヒト呼吸気道モデル及び従来の呼吸器系モデルが有する各コンパートメントと対応す

る解剖学的分類を表 2.6に示す。従来のモデルでは、鼻咽頭領域、気管・気管支領域、

肺実質領域の 3 領域に大きく分類されていたのに対し、ヒト呼吸気道モデルでは従来

の鼻咽頭領域と気管・気管支領域が細分化され、各領域のコンパートメントが複数に

なっている。 
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(a) 解剖学 

 

 

(b)ヒト呼吸気道モデル 

図 2.4 呼吸気道の解剖学的分類とヒト呼吸気道モデルにおける分類(13)  
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表 2.6 呼吸気道の解剖学的部位と対応するコンパートメント(9, 13)
 

 

 

 ヒト呼吸気道モデルは、吸入粒子の初期沈着を与える沈着モデル及び沈着した粒子

の移行を再現するクリアランスモデルからなる。 

 沈着モデルで計算される領域は、ET1領域、ET2領域、気管支領域、細気管支領域及

び肺胞-間質領域の 5領域である。吸入粒子の初期沈着はその粒子径に大きく依存する。

このモデルでは、原子の大きさと等しい 0.0005 µmから空気動力学的中央径（Activity 

Median Aerodynamic Diameter: AMAD）が 100 µmのエアロゾルまでが対象とされてい

る。AMADとは、それより大きい粒子の積算放射能が全粒子の放射能の 50%を占める

ような空気動力学的直径である。また、空気動力学的直径とは、着目する粒子と同じ

解剖学的部位 

ヒト呼吸気道モデル 

（ICRP Publ. 66） 

呼吸器系モデル 

（ICRP Publ. 30） 

呼吸気道 リンパ節 呼吸気道 リンパ節 

前鼻道 ET1 ― 

N-P 

L 

後鼻道 

口腔 

咽頭 

喉頭 

ET2 

ETseq 

LNET 

気管 

主気管支 

気管支 

BB1 

BB2 

BBseq 

LNTH 

T-B 

細気管支 

終末細気管支 

bb1 

bb2 

bbseq 

呼吸細気管支 

肺胞 

AI1 

AI2 

AI3 

P 
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空気中終末沈降速度を有する単位密度（1 g/cm
3）の球の直径である。AMADは、作業

場における作業者の被曝に対して 5 µm、原子炉施設外における公衆の被曝に対して 1 

µmがデフォルト値とされている。表 2.7 に、AMADが 5 µmの場合の作業者の初期沈

着と 1 µmの場合の年齢別の初期沈着を示す。 

 

 

表 2.7 ヒト呼吸気道モデルへの初期沈着(13)
 

初期沈着する 

コンパートメン

ト 

作業者 

（5 µm） 

公衆 （1 µm） 

3ヵ月 1歳 5歳 10 歳 15歳 成人 

ET1 33.85 20.97 21.07 17.39 17.75 13.91 14.89 

ET2 39.89 27.00 27.00 22.00 23.00 18.00 19.00 

ETseq 0.02 0.014 0.014 0.011 0.011 0.0091 0.0095 

BB1 1.30 0.53 0.53 0.53 0.61 0.90 0.68 

BB2 0.46 0.50 0.50 0.49 0.56 0.77 0.60 

BBseq 0.01 0.0073 0.0073 0.0072 0.0082 0.012 0.0090 

bb1 0.81 1.00 0.85 0.93 0.86 1.00 0.99 

bb2 0.29 1.00 0.85 0.91 0.83 0.97 0.95 

bbseq 0.01 0.014 0.012 0.013 0.012 0.014 0.014 

AI1 1.60 2.60 2.90 3.00 2.90 3.20 3.40 

AI2 3.19 5.10 5.80 5.90 5.70 6.40 6.90 

AI3 0.53 0.86 0.96 0.99 0.95 1.10 1.10 

 

 

 ヒト呼吸気道モデルのクリアランス経路を図 2.5 に示す。呼吸気道へ沈着した粒子

は、このクリアランスモデルに従い、消化管、リンパ管等へ移行する。この速度は、

物質に依らず一定である。各コンパートメント間の移行係数を表 2.8 に示す。一方、

ET1 を除く呼吸気道の全てのコンパートメントから血液への吸収が起こる。この吸収

速度は、コンパートメント間での差はないが、呼吸気道への沈着後の経過時間及びそ

の粒子の物理化学的性状によって異なる溶解速度に依存する。溶解速度の時間依存は、

図 2.6(a)に示すモデルによって再現できる。このモデルでは、吸入した粒子のある割
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合（fr）が溶解速度 Srで比較的速やかに溶解し、残りの割合（1-fr）は遅い速度 Ssで溶

解する。しかし、このモデルでは沈着モデルで与えられた初期沈着をそのまま入力す

ることができないため、実際には図 2.6(b)に示すモデルが取り入れられている。この

モデルでは、初期沈着した粒子が溶解速度 Sp で速やかに溶解すると同時に、速度 Spt

で別のコンパートメントへ移行し、そこで遅い溶解速度 St で溶解する。つまり、ET1

を除く 13の呼吸気道のコンパートメントには、比較的速やかに溶解するコンパートメ

ント及びそこから速度 Sptで移行し遅く溶解するコンパートメントの 2ずつがある。前

者のコンパートメントは、ET2、BB1 等と表記されるが、後者のコンパートメントは

Transformed の意味から ET2T、BB1T等と表記される。ET2T、BB1T等に移行した粒子も、

血液への溶解と併せて ET2、BB1 等と同じ移行係数で消化管、リンパ管等へも移行す

る。Sp、Spt及び Stを、fr、Sr及び Ssに対して式 2.1 に示す関係とすることにより、図

2.6(a)のモデルを図 2.6(b)のモデルで再現している。 

 

 

  

st

srrpt

srrsp

SS

SSfS

SSfSS







1       2.1 

 

 

 

図 2.5 ヒト呼吸気道モデルのクリアランス経路(13)
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表 2.8 ヒト呼吸気道モデルのクリアランス経路に係る移行係数(13)
 

クリアランス経路 
移行元の 

コンパートメント 

移行先の 

コンパートメント 
移行係数(d

-1
) 

m1,4 AI1 bb1 0.02 

m2,4 AI2 bb1 0.001 

m3,4 AI3 bb1 0.0001 

m3,10 AI3 LNTH 0.00002 

m4,7 bb1 BB1 2 

m5,7 bb2 BB1 0.03 

m6,10 bbseq LNTH 0.01 

m7,11 BB1 ET2 10 

m8,11 BB2 ET2 0.03 

m9,10 BBseq LNTH 0.01 

m11,15 ET2 GI tract 100 

m12,13 ETseq LNET 0.001 

m14,16 ET1 Environment 1 
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(a)時間依存を再現するモデル 

 

 

(b)実際に取り入れられているモデル 

図 2.6 血液への溶解の時間依存を再現するモデル(13)
 

 

 

 血液への溶解速度は、経過時間のみならず粒子の物理化学的性状にも依存する。そ

こで、吸入した放射性物質の化合物は、血液への吸収の速度に着目してタイプ F（Fast）、

タイプ M（Moderate）及びタイプ S（Slow）に分類される。そして、この分類に応じ

た Sp、Spt及び Stの値が設定される。各タイプに対する Sp、Spt及び Stのデフォルト値

を表 2.9に示す。 
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表 2.9 吸収タイプ（F, M, S）に対する Sp、Spt及び Stのデフォルト値
(13)

 

血液への吸収に関連するパラメータ 
タイプ F 

(Fast) 

タイプM 

(Moderate) 

タイプ S 

(Slow) 

Initial dissolution rate (d
-1

), sp 100 10 0.1 

Transformation rate (d
-1

), spt 0 90 100 

Final dissolution rate (d
-1

), st ― 0.005 0.001 

 

 

 タイプ Fの場合には遅く溶解するコンパートメントへの移行はなく、初期沈着した

粒子のうち、ET2領域の 50%と気管支領域、細気管支領域及び肺胞-間質領域の大半が

急速に血液へと吸収される。タイプ M の場合には、ET2領域の 5%気管支領域及び細

気管支領域の 10%、肺胞-間質領域の 70%が血液へと吸収される。また、タイプ S の

場合には、ET2領域、気管支領域及び細気管支領域からの吸収はほとんどなく、肺胞-

間質領域の 10%が血液へと吸収される。 
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2.2.2 ヒト消化管モデル 

 

 ヒト消化管モデルは、ICRP Publ. 30
(9)の胃腸管モデルを改訂したものであり、ICRP 

Publ. 100
(16)で勧告された。従来のモデルでは、胃、小腸、上部大腸及び下部大腸のみ

が考慮されていたが、このモデルでは、口腔、食道、胃、小腸、右結腸、左結腸及び

直腸・S字結腸等が考慮されている。これらのコンパートメント及び移行係数を図 2.7

及び表 2.10 にそれぞれ示す。移行係数は年齢・性別ごとに異なっている他、摂取した

ものが固形物かあるいは液体か等によっても異なる。食道では、経口摂取した放射性

物質の 90%が速い移行係数で通過し、10%が遅い移行係数で通過する。一方、呼吸気

道から移行してきたものは遅い移行係数で通過する。ICRP Publ. 100では、消化管壁

での残留や肝臓への移行等についても記述があるが、それらの移行係数はまだ与えら

れていない。ある消化管のコンパートメント i から血液への吸収を表す移行係数 λi, B

は、消化管壁での残留がない場合、式 2.2 で計算される。 

 






i

k

iii

Bi

f

f

1

1,

,

1


        2.2 

 

 ここで、fiはコンパートメント i から血液へ吸収される割合、λi, i+1はコンパートメン

ト i から次の消化管のコンパートメント i+1 への移行係数である。例えば、小腸から

血液への吸収を表す移行係数 λSI, Bは、小腸から右結腸への移行パラメータ λSI, RCを用

いて式 2.3 で計算される。 

 

SI

RCSISI

BSI
f

f




1

,

,


        2.3 

 

 fSIはこれまでに多くの元素に対して f1値として与えられている。 
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図 2.7 ヒト消化管モデルに係るコンパートメント(16) 
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表 2.10 ヒト消化管モデルに係る移行係数(d
-1

)
(16)

 

コンパートメント 3ヵ月 1 歳 5-15歳 成人男性 成人女性 

口腔      

固形物 - 5,760 5,760 5,760 5,760 

液体 43,200 43,200 43,200 43,200 43,200 

全食事 43,200 7,200 7,200 7,200 7,200 

食道（速い成分）      

固形物 - 10,800 10,800 10,800 10,800 

液体 21,600 17,280 17,280 17,280 17,280 

全食事 21,600 12,343 12,343 12,343 12,343 

食道（遅い成分）      

固形物 - 1,920 1,920 1,920 1,920 

液体 2,880 2,880 2,880 2,880 2,880 

全食事 2,880 2,160 2,160 2,160 2,160 

胃      

固形物 - 19.2 19.2 19.2 13.71 

液体（カロリー） 144 32 32 32 24 

液体（ノンカロリー） 19.2 48 48 48 48 

全食事  20.57 20.57 20.57 15.16 

小腸 6 6 6 6 6 

右結腸 3 2.4 2.182 2 1.5 

左結腸 3 2.4 2.182 2 1.5 

直腸・S字結腸 2 2 2 2 1.5 
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2.3 開発した体内動態解析コードの詳細 

 

2.3.1 体内動態モデルの解析手法 

 

 各コンパートメントにおける放射性核種の残留量の時間変化は、式 2.4 に示す微分

方程式で表される。 

 

  a

j

jaja

i

iap
a Iqmqm

dt

dq









  ,,    2.4 

 

ここで、 iq はコンパートメント i における残留量、 p は崩壊定数(d
-1

)、 jim , はコンパ

ートメント i からコンパートメント j への移行係数(d
-1

)、 iI はコンパートメント i への

初期沈着率である。例えば、ヒト呼吸気道モデルに係る連立微分方程式は以下のよう

に表される。 

 

ET1:  
1416,1414

14 qmI
dt

dq
p  

ET2:  


 711,7811,81111,1117,1115,1111

11 qmqmqmmmI
dt

dq
PT   

ET2T:   1111,11711,7811,81117,1115,11

11 qmqmqmqmm
dt

dq
TTTTTTTTpTT

T    

ETseq:  


 1212,1217,1213,1212

12 qmmmI
dt

dq
pT   

ETseqT:   1212,121217,1213,12

12 qmqmm
dt

dq
TTpTTT

T    

BB1:   57,547,477,717,711,77

7 qmqmqmmmI
dt

dq
pT    
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BB1T:  


 77,757,547,4717,711,7

7 qmqmqmqmm
dt

dq
TTTTTTTTPTTT

T   

BB2:   88,817,811,88

8 qmmmI
dt

dq
pT   

BB2T:  


 88,8817,811,8

8 qmqmm
dt

dq
TTpTTT

T   

BBseq:   99,917,910,99

9 qmmmI
dt

dq
pT   

BBseqT:   99,9917,910,9

9 qmqmm
dt

dq
TTpTTT

T    

bb1:   34,324,214,144,417,47,44

4 qmqmqmqmmmI
dt

dq
pT    

bb1T:  


 TTTTTTTTTTTPTTT
T qmqmqmqmqmm

dt

dq
34,324,214,144,4417,47,4

4   

bb2:   55,517,57,55

5 qmmmI
dt

dq
pT   

bb2T:  


 55,5517,57,5

5 qmqmm
dt

dq
TTpTTT

T   

bbseq:   66,617,610,66

6 qmmmI
dt

dq
pT   

bbseqT:   66,6617,610,6

6 qmqmm
dt

dq
TTpTTT

T    

AI1:   11,117,14,11

1 qmmmI
dt

dq
pT    

AI1T:  


 11,1117,14,1
1 qmqmm

dt

dq
TTPTTT

T   

AI2:   22,217,24,22
2 qmmmI

dt

dq
pT   

AI2T:  


 22,2217,24,2
2 qmqmm

dt

dq
TTpTTT

T   

AI3:   33,317,34,33

3 qmmmI
dt

dq
pT   

AI3T:   33,3317,34,3
3 qmqmm

dt

dq
TTpTTT

T    

LNET:   1213,121313,1317,13

13 qmqmm
dt

dq
pT    
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LNETT:  


 1313,131213,121317,13
13 qmqmqm

dt

dq
TTTTTPT

T   

LNTH:   310,3910,9610,61010,1017,10

10 qmqmqmqmm
dt

dq
pT    

LNTHT:  


 TTTTPT
T qmqmqm

dt

dq
310,31010,101017,10

10   

ただし、
tiTpiptiTijijTiT SmSmSmmm  17,17,,,, ,,,  

 

また、ヒト消化管モデルに係る連立微分方程式及びヒト呼吸気道モデルと併せた血液

のコンパートメントに係る連立微分方程式を以下に示す。 

 

OE:   TTOEpOE
OE qmqmqm

dt

dq
1115,111115,11    

 ST:   OEOESTpST
ST qmqm

dt

dq
   

 SI: STSTSI

SI

pSI

SI qmq
f

mf
m

dt

dq













1

1

1
  

 RC:   SISIRCpRC
RC qmqm

dt

dq
   

 LC:   RCRCLCpLC
LC qmqm

dt

dq
   

 RS:   LCLCRSpRS
RS qmqm

dt

dq
   

 

Blood: 
SI

SI

iT

iTiT

i

iip q
f

mf
qmqmq

dt

dq

1

1

17,17,17

17

1
   

 

本論文では、比較的簡便な計算で精度良く微分方程式の近似解が得られる 4 次の

Runge-Kutta 法(39)を採用し、Microsoft Excel を使用した体内動態解析コードを開発した

(40)。Runge-Kutta法では、微分方程式 y’=f(x, y)について、初期条件及び刻み幅をそれぞ

れ(x0, y0)、hとして、区間[x0, xn]における特殊解の近似曲線を考える。初期条件(x0, y0)

から特殊解の近似曲線の座標(xi+1,yi+1) (i = 0, 1 , …, n-1)は、式 2.5に示す Runge-Kutta 法
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の公式により計算される。 

 

 
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
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
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








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



 ＋

        2.5 

 

k1の幾何学的意味を図 2.8 に示す。点(xi, yi)を通る接線の傾きは、y’ = f(xi, yi)である。

ここで、接線が x = xi+1の直線と交わる点を Cとすると、式 2.6 が導かれる。 

 

 

  1,

,

khyxfBC

h

BC

AB

BC
yxf

ii

ii




      2.6 

 

したがって、分線 BC の長さが k1である。次に、k2の幾何学的意味を図 2.9 に示す。

ABおよび ACの中点をそれぞれ E、Pとすると、式 2.7が成り立つ。 

 

1
2

1

2

1
kBCEP        2.7 

 

点 Pの座標は(xi + h/2, yi + k1/2)であるため、点 Pに対する接線の傾き αは式 2.8で表さ

れる。 

 











2
,

2

1k
y

h
xf ii       2.8 

 

この傾きの直線が点 Aを通るように平行移動した時の直線 x = xi+1との交点を Dとす

ると、傾き αについて式 2.9が成り立つ。 
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
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
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
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     2.9 

 

したがって、線分 BDの長さが k2である。k2と同様に、図 2.10において線分 ADの中

点 Qの座標は(xi + h/2, yi + k2/2)となり、点 Qに対する接線の傾き βは式 2.10で表され

る。 

 











2
,

2

2k
y

h
xf ii       2.10 

 

この傾きの直線が点Aを通るように平行移動した時の直線 x = xi+1との交点をFとする

と、式 2.11 が成り立つ。 

 

3
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xfBF
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
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












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     2.11 

 

したがって、線分 BFの長さが k3である。点 Fの座標は(xi + h/2, yi + k3/2）であり、点

Fに対する接線の傾き γは式 2.12で表される。 

 

 3, kyhxf ii        2.12 

 

この傾きの直線が点 Aを通るように平行移動した時の直線 x = xi+1との交点を Hとす

ると、式 2.13が成り立つ。 
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 

  43

3

,

,

khkyhxfBH

h

BH

AB

BH
kyhxf

ii

ii




     2.13 

 

したがって、線分 BHの長さが k4である。 

 

 

 

図 2.8 k1の幾何学的意味 

 

 

 

図 2.9 k2の幾何学的意味 
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図 2.10 k1, k2, k3及び k4の幾何学的意味 

 

 

 Runge-Kutta 法では、計算された k1、k2、k3及び k4の値にそれぞれ 1：2：2：1 で重

み付けした値を xiから xi+1での変化率（傾き）として、これに刻み幅 h を乗算した量

を y の変化量とする。開発した解析コードでは、式 2.14 に示すように、式 2.4 で示し

た式を f(t, qa)とみなして Runge-Kutta 法を適用した。 

 

  a

j

jaja

i

iaT
a

a Iqmqm
dt

dq
qtf 








  ,,),(    2.14 

 

また、式 2.5 を基に変形した式 2.15 を使用して式 2.14の近似解を解析している。 
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    2.15 

 

 実際の解析では、はじめに扱う移行係数の大きさに合わせて適当な刻み幅

（0.01-0.0001 (d)）を設定し、t1 = t0 + h, t2 = t1 + h, …, tn = tn-1 + hに対応する qaの値を、

式 2.15によって順次計算しながら、各コンパートメントにおける特殊解の近似曲線の

座標を出力していく。 
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2.3.2 本解析コードの特徴 

 

 開発した体内動態解析コードの計算過程を図 2.11 に示す。刻み幅間隔の経過日数ご

とに、各コンパートメントついて式 2.15に示された g1、g2、g3及び g4を計算し、それ

らの値を使用して次の経過時間における放射能の残留量を解析していく。本解析コー

ドの特徴を以下にまとめる。 

 

 ① 経過時間に対して、全てのコンパートメントの残留量を出力可能 

 ② 全パラメータの数値を容易に変更可能 

 ③ あらゆる吸入・経口摂取のパターンを入力可能 

 ④ コンパートメントの追加・削除が可能 

 

 解析にあたって入力するパラメータは、吸入摂取時の呼吸気道への初期沈着量、コ

ンパートメント間の移行係数、呼吸気道から血液への吸収に関連するパラメータ（吸

収タイプ（F, M, S）に対する Sp、Spt及び Stの値）、消化管から血液への吸収割合等で

あり、これらを変更することで化学形、粒径、摂取した人の年齢等を考慮した解析が

可能である。また、今後開発される新たなモデルへの再編や独自のモデルの開発も可

能である。以上より、本解析コードはこれまでに開発された内部被曝に係る計算コー

ドにはない高い汎用性と拡張性を有しているといえる。 
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図 2.11 開発した体内動態解析コードの計算過程 
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2.3.3 60Co 及び 137Cs を例とした解析とその検証 

 

 本論文で開発した解析コードを使用し、実際に 60
Co 及び 137

Cs の体内動態解析を実

施した。解析にあたり、成人男性作業者の急性吸入摂取を想定した。粒子の粒径を表

す AMADは、作業場におけるデフォルト値である 5 µmとし、表 2.7 に示した初期沈

着から条件に該当するものを選択した。 

コバルトの組織系動態モデルは ICRP Publ. 30
(9)で与えられた。コバルトのモデル及

び移行に係るデータを図 2.12及び表 2.11にそれぞれ示す。血液へ吸収されたコバルト

の 50%は 0.5 日の生物学的半減期で速やかに排泄され、5%が肝臓、45%はその他の組

織に移行する。肝臓及びその他の組織へ移行したコバルトは、60%が生物学的半減期

6 日で排泄され、20%が 60日、残りの 20%が 800 日で排泄される。ICRP Publ. 67にお

いて、尿中排泄及び糞中排泄の比が 6:1 と勧告されている。コバルトを吸入摂取した

場合の吸収タイプ及び f1値は化合物の種類によって異なる。酸化物、水酸化物、ハロ

ゲン化物及び硝酸塩の場合は、吸収タイプがタイプ Sで f1値は 0.05 である。また、不

特定の化合物の場合は、タイプM で f1値は 0.1である。ここでの解析では、不特定の

化合物を想定し、物理学的半減期を 5.27年とした。 

 

 

 

図 2.11 コバルトの組織系動態モデル(9)
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  表 2.11 コバルトの組織系動態モデルに係るデータ(9)
 

コンパートメント 摂り込み割合 （%） 生物学的半減期 （d） 

肝臓 A 3 6 

肝臓 B 1 60 

肝臓 C 1 800 

その他の組織 A 27 6 

その他の組織 B 9 60 

その他の組織 C 9 800 

即時排泄 50 ― 

通過コンパートメント ― 0.5 

 

 

セシウムの組織系動態モデルも、コバルトと同様に ICRP Publ. 30
(9) で与えられた。

セシウムのモデル及び移行に係るデータを図 2.13 及び表 2.12 にそれぞれ示す。血液へ

吸収されたセシウムは全身へと移行し、10%が生物学的半減期 2 日、90%が 110 日で

排泄される。ICRP Publ. 67 において、尿中排泄及び糞中排泄の比が 4:1と勧告されて

いる。セシウムの吸収タイプ及び f1値は、すべての化合物についてタイプ F 及び 1.0

である。解析にあたり、f1値を 1 .0の近似値として 0.99、物理学的半減期を 30.1 年と

した。 
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図 2.13 セシウムの組織系動態モデル(9)
 

 

 

表 2.12 セシウムの組織系動態モデルに係るデータ(9)
 

コンパートメント 摂り込み割合 （%） 生物学的半減期 （d） 

全身 A 10 2 

全身 B 90 110 

通過コンパートメント ― 0.25 

 

 

本解析コードで解析した結果を、経過時間ごとに各コンパートメントの残留率を合

算した体内残留率として出力した。ICRP Publ. 78
(41)には、本解析と同様の条件におけ

る 60
Co及び 137

Csの体内残留率の 10日目までの体内残留率のデータが部分的に勧告さ

れている。そこで、出力した結果とこれらのデータとを表 2.13で比較する。本解析コ

ードで解析した結果は、ICRP Publ. 78 で勧告されたデータと良く一致していることが

確認される。 
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表 2.13 開発した解析コードと ICRP Publ. 78
(41)との比較 

経過日数 

体内残留率(%) 

60
Co 

137
Cs 

開発したコード ICRP Publ. 78 開発したコード ICRP Publ. 78 

1 54.5 49 59.7 60 

2 26.8 26 50.6 50 

3 14.3 15 46.6 46 

4 10.1 11 44.6 44 

5 8.83 9.1 43.5 43 

6 8.31 8.3 42.8 43 

7 8.02 7.8 42.2 42 

8 7.80 7.6 41.8 42 

9 7.61 7.4 41.4 41 

10 7.2 7.43 41.0 41 
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 2011年 3月 11日の東日本大震災に伴って発生した福島第一原子力発電所事故の後、

多くの作業者が緊急時作業にあたり、137
Cs 等の放射性物質を吸入した。これまでに、

特に体内への放射性物質の取り込みが多かった 7名の作業者に対して、全身カウンタ

による体内放射能の測定が実施されている(42)。この結果を表 2.14に示す。7名の作業

者は全員 2011年 3月に緊急時作業にあたっており、2011年 5月から 2012 年 2月にか

けて 5回ずつの測定が実施されている。ここでは、緊急時作業が始まった 3月 12 日に

急性吸入摂取が起こったものと仮定し、測定された作業者の体内残留率の変化と本解

析コードにより解析した残留率関数とを図 2.14で比較した。本解析コードによる結果

は実際の体内残留率の変化を概ね再現していることが確認される。 

 

 

表 2.14 測定された作業者の全身残留量（Bq）(42)
 

作業者 1回目 2回目 3回目 4回目 5回目 

A 
4330 

(2011.7.1) 

4100 

(2011.7.6) 

3900 

(2011.7.15) 

2330 

(2011.9.28) 

1140 

(2012.1.24) 

B 
4300 

(2011.6.24) 

4310 

(2011.7.1) 

4430 

(2011.7.6) 

2260 

(2011.9.28) 

1240 

(2012.1.24) 

C 
5780 

(2011.6.24) 

5390 

(2011.7.1) 

5140 

(2011.7.6) 

2840 

(2011.9.28) 

1150 

(2012.1.24) 

D 
7570 

(2011.6.20) 

6970 

(2011.7.1) 

6790 

(2011.7.6) 

4230 

(2011.9.28) 

1840 

(2012.1.24) 

E 
21400 

(2011.6.10) 

20400 

(2011.6.17) 

19600 

(2011.6.24) 

10600 

(2011.9.28) 

4780 

(2012.2.16) 

F 
47600 

(2011.5.30) 

43800 

(2011.6.8) 

41000 

(2011.6.17) 

18600 

(2011.9.28) 

7060 

(2012.2.16) 

G 
127000 

(2011.5.30) 

119000 

(2011.6.8) 

112000 

(2011.6.16) 

55000 

(2011.9.28) 

19100 

(2012.2.16) 

※（）内は測定日 
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図 2.14 解析した残留率関数と測定された作業者の全身残留率との比較  
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第 3章 原子力発電施設における内部被曝に 

関する検討 

 

3.1 全身カウンタによる体外計測の現状と課題 

 

原子力発電施設では、炉内構造物が中性子によって放射化することにより、60
Co を

中心とした放射性核種が生成する。したがって、原子力発電施設の定期検査時等に内

部被曝するおそれがある。また、燃料被覆管の小規模破損（ピンホール等）により、

そこから 137
Cs 等の核分裂生成物が放出している可能性もある。これらの核分裂生成物

による内部被曝が原子炉の平常運転時に問題となることはほとんどないが、今後頻度

が高くなっていく廃止措置時等には注意する必要がある。原子力発電施設では、一般

に 60
Co を対象とした全身カウンタによる体外計測が実施されている。 

全身カウンタには、体内汚染の有無を判断することを目的とした簡易型と、体内の

放射性核種の定量を目的とした精密型に分けられる。精密型の全身カウンタを放射線

作業者の個人モニタリングに利用するためには、摂取した放射性物質の体内残留率の

経時変化を踏まえた上で、その検出感度が管理目標とする内部被曝線量に対して十分

高い必要がある。検出感度を高める重要な方法の一つは、バックグラウンドである自

然放射線の影響を低減させることである。そのため、精密型の全身カウンタは遮蔽鉄

室に置かれている。遮蔽鉄室は、一般に厚い鋼板などを層状に結合した厚さ 20 cm程

度の鉄材に、厚さ 3 cm程度の鉛材が内張りされている。また、これらに加えて、銅板

およびプラスチック板を上張りしたものもある。鉄は、宇宙や地殻からの自然放射線、

遮蔽鉄室外の建物の柱や壁に含まれる天然放射性核種からの放射線を遮蔽する。一方、

鉛は鉄材中の 214
Bi から放出されるガンマ線や宇宙線に起因する消滅放射線及び比較

的低エネルギーのコンプトン散乱線を減弱させる。さらに銅板およびプラスチック板

は制動放射線の発生を低減する。 

全身カウンタの校正は、物理ファントムの製作上の制限から、通常は放射性核種が

全身に均一分布していることを仮定して実施される。しかし、図 3.1 に示すように、

実際に摂取した放射性核種は全身に均一に分布するとは限らないため、これが全身カ
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ウンタによる内部被曝評価の不確かさへとつながる(43)。特に、簡易型の全身カウンタ

の場合には大型のシンチレーション検出器によって全身の感度分布を極力一定にして

いるものもあるが、精密型の場合には比較的小型の検出器を体表面に接近させて計測

することが多く、放射性核種の体内分布にその感度が大きく依存する可能性が高い。

また、1990 年代頃からは、Ge 半導体検出器も使用されるようになった(44-46)。半導体

検出器は、シンチレーション検出器に比べて高いエネルギー分解能を有するが、感度

が低いこと、結晶の大型化が困難であること、液体窒素による冷却が必要であること

等の欠点がある。したがって、半導体検出器を搭載した精密型の全身カウンタにおい

て全身の感度分布を均一にすることは難しい。そこで本論文では、体内動態に基づく

全身カウンタの校正手法を提案し、従来の校正手法との計数効率の相違を明らかにす

ることを目的とした。そのために、放射線管理の現場において摂取した放射性核種の

体内動態を容易に把握することができるよう、60
Co 及び 137

Cs の体内動態を可視化し

た。また、東京大学が有する全身カウンタ及び数学ファントムをモンテカルロ放射線

輸送計算コードにおいて再現し、各臓器・組織に対する計数効率を計算により評価し

た。 

 

 

 

図 3.1 従来の校正法と体内動態を考慮した校正法 
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3.2 60Co 及び 137Cs の体内動態の可視化 

 

 本論文で開発した体内動態解析コードを使用して、成人男性作業者を対象とした急

性吸入摂取時の 60
Co 及び 137

Cs の体内動態を解析した。条件は 2.3.3で実施した解析と

同様である。そして、各臓器・組織ごとにその残留率を人体マップに表示することに

より、その結果を可視化した。ここでは、全身カウンタへの応用を考慮し、各コンパ

ートメントを胸郭外呼吸器（ET）、肺、胃、腸管、全身等の主要な臓器・組織に分類

して、それらの残留率を合算した。合算した残留率を、5-10、10-15、15-20、20-25及

び 25%以上に区分し、その大きさを人体マップに示した。 

図 3.2に、吸入摂取から 1、6、12時間、1、2及び 3日経過した時点における各臓器・

組織への 60
Co の残留率を可視化した結果を示す。摂取直後には胸郭外呼吸器への残留

が 25%以上あるが、この残留はほとんどが前鼻道を表すコンパートメントである ET1

への残留であり、約 1日かけて環境中へと排泄されていく。E1を除く他の呼吸気道の

コンパートメントに残留したものは、多くが ET2から食道を経由して消化管へと移行

する。呼吸気道から血液への吸収タイプはタイプ M であることから、5-10%が初期沈

着した比較的速やかに溶解するコンパートメントから遅く溶解するコンパートメント

へと移行し、長期にわたって肺へ残留することとなる。消化管へ移行したものは、1

時間後には胃に 20-25%、腸管に 15-20%残留しており、6 時間後には胃の残留がなく

なる。また、腸管に移行したものは 3日までに多くが糞として排泄される。小腸から

血液への吸収を表す f1値は 0.1 であり、消化管から吸収された一部が 6時間後及び 12

時間後に全身の組織へと分布している。60
Co の組織系動態モデルでは肝臓への移行も

考慮されているが、本条件による摂取では肝臓への残留はみられない。 
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図 3.2 可視化した 60
Coの体内動態 

 

 

図 3.3 に、60
Co と同様に各臓器・組織への 137

Cs の残留率を可視化した結果を示す。

胸郭外呼吸器への残留は 60
Co と同様であり、ET1への残留が約 1 日かけて環境中へと

排泄されていく。60
Co と異なる点は、呼吸気道から血液への吸収タイプがタイプ Fで

あり、E1を除く他の呼吸気道のコンパートメントに残留したものが急速に血液へと吸

収される点である。血液へ吸収されたものは全身へと分布するが、その割合は摂取直

後から 50%となる。一部の割合は消化管へと移行し、1時間後に 10-15%が胃に残留し

ているが、f1値が 1.0 であるため、これらの残留も全てが小腸から血液へと吸収される。 
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図 3.3 可視化した 137
Csの体内動態 

 

 

 以上のように、体内動態の可視化によって摂取した放射性物質の体内動態が容易に

把握できることを示した。また、図 3.2 及び図 3.3 の比較により、可視化した 60
Co 及

び 137
Cs の体内動態が大きく異なることを示した。特に、60

Co の場合には、全身に均

一に分布することはないため、全身均一分布を仮定した全身カウンタでの評価には大

きな不確かさが伴うことが推測される。また、摂取後 6時間から 1日にかけては腹部

への残留が大きいため、これを対象とした体外計測が有効である。しかし、3 日以降

では腹部への残留がなくなるため、わずかに残留している肺を対象として体外計測を

実施するべきである。一方、137
Cs の場合にはほぼ全身均一に分布するため、従来の全
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身均一分布を仮定した全身カウンタでの評価でも大きな不確かさは伴わないと考えら

れる。また、3日以降でも全身への残留は続くため、継続的に体外計測を実施できる。

しかし、摂取から 1日以内に実施する体外計測では、前鼻道への残留が影響する可能

性があることに注意が必要である。実際の放射線管理の現場において、合理的かつ効

率的な内部被曝評価を実施するためには、起こり得る放射性物質の摂取条件を事前に

整理し、そのような摂取条件に対する体内動態を可視化した上で、条件ごとに個別の

評価プロトコールを策定することが重要である。 
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3.3 計算による各臓器・組織に対する計数効率の評価 

 

体内動態に基づく全身カウンタの校正を実施するために、予め各臓器・組織に対す

る全身カウンタの計数効率を評価しておく必要がある。しかし、各臓器・組織に対し

て放射性物質が封入された物理ファントムは所持しておらず、実際の放射線管理の現

場にもほとんどない。そこで、モンテカルロ法放射線輸送計算コードのひとつである

MCNPX（Monte Carlo N-Particle Extended） version 2.7.0
(47)を使用して計算した。体外

計測に関する検討においてモンテカルロ法放射線輸送計算コードを使用した研究はこ

れまでに数多くあり、その妥当性についても既に検証されている(48-52)。 

 計算にあたり、東京大学が所有する全身カウンタを再現した。全身カウンタの外観

を図 3.4に示す。遮蔽鉄室は厚さ 20 cmであり、内側に厚さ 3 mmのアクリル樹脂が

内張りされている。214
Bi等の不純物がほとんど含まれていないため、鉄の内側に鉛材

はない。また、ラドンの影響を低減するために、遮蔽鉄室内の天井からフィルターを

通した空気が送られており、相対湿度および温度はそれぞれ 50%および 22 ℃に保た

れている。検出器は寝台の上部に設置された NaI(Tl)シンチレーション検出器である。

全身カウンタの仕様を以下に示す。 

 

 ① 遮蔽鉄室 

   鉄室内サイズ ：横 90 cm、高さ 180 cm、奥行き 240 cm 

    鉄壁厚  ：20 cm 

    内張り材質 ：アクリル樹脂板 

    内張り厚 ：3 mm 

 

 ② 検出部 

  結晶   ：NaI(Tl)シンチレーション 

  結晶サイズ  ：直径 8インチ、厚さ 4インチ 

  エネルギー分解能 ：10.8 % (
137

Cs; 662 keV) 

      8.2 % (
40

K; 1461 keV) 
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図 3.4 東京大学が所有する全身カウンタ 

 

 

人体形状を模擬したファントムとして、数学ファントムである MIRD（Medical 

Internal Radiation Dose Committee）-5型ファントム(53)を使用した。MIRD-5型ファント

ムを図 3.5 に示す(54)。数学ファントムとは、数式で表される幾何学的形状の組み合わ

せによって作成されるファントムである。MIRD-5型ファントムは、ICRP Publ. 23
(55)

で示された標準人の人体データに基づいた成人男性の体格であるが、男性生殖器の他

に、乳房、卵巣等も同時に有する両性具付きファントムである。また、ファントムを

構成する物質は軟組織、肺及び骨である。 
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図 3.5 MIRD-5型ファントム(54)
 

 

 

MIRD-5 型ファントムを仰臥位で全身カウンタの寝台に設置し、体幹部の中心で体

表面から 10 cm離れた位置に全身カウンタの検出器を配置した。そして、前鼻道、肺、

胃、小腸、大腸、肝臓及び全身のそれぞれに 60
Co 又は 137

Cs が封入されている場合の

検出器の計数効率を評価した。MIRD-5 型ファントムには前鼻道は存在しないため、

実際の解剖学的位置に相当する位置に点線源を設置することで再現した。MIRD-5 型

ファントムとその測定ジオメトリを図 3.6 に示す。 
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図 3.6 MIRD-5型ファントムの測定ジオメトリ 

 

 

 評価した各臓器・組織に対する全身カウンタの計数効率を表 3.1 に示す。60
Co から

放出される 1170 keV の光子の放出率は約 100%で、137
Cs から放出される 662 keVの光

子の放出率は約 85%である。しかし、検出器の厚さは 662 keV 付近の光子の検出に最

適であるため、結果として 137
Cs に対する計数効率が 60

Co に対して約 2 倍となった。

各臓器・組織に対する計数効率は、137
Cs 及び 60

Co に依らず同じ傾向を示した。つま

り、検出器を配置した体幹部中心に存在する胃、肺及び肝臓で計数効率が高く、全身

に対する計数効率を上回った。したがって、これらの臓器・組織への残留が多い場合

には、全身均一分布を仮定して得た校正定数よりも実際の計数効率が高く、体内残留

量を過大評価することになる。また、その逆も然りである。 

 

 

表 3.1 各臓器・組織に対する全身カウンタの計数効率 

臓器・組織 
計数効率（%） 

60
Co (1170 keV) 

137
Cs (662 keV) 

前鼻道 0.16 0.31 

肺 0.42 0.85 

胃 0.57 1.1 

小腸 0.16 0.32 

大腸 0.078 0.18 

肝臓 0.51 - 

全身 0.20 0.38 
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3.4 体内動態に基づく全身カウンタの校正手法の提案 

 

体内動態に基づく全身カウンタの校正定数  tA は、式 3.1によって計算される。 

 

   
i

ii trtA            3.1 

 

ここで、  tri
は臓器 iの残留率関数、 i は臓器 iに対する全身カウンタの計数効率であ

る。ここでは、  tri 及び i に、3.2で解析した結果及び 3.3で評価し表 3.1 に示した結

果をそれぞれ代入した。 

式 3.1 によって計算される 60
Co の校正定数の経時変化を図 3.7 に示す。均一分布を

仮定した場合の校正定数は、経過時間ごとの全コンパートメントの残留率に全身に対

する全身カウンタの計数効率を乗算して計算した。体内動態を考慮した場合の校正定

数は、全身均一分布を仮定した場合と比較して、2 日以内では低くなり、それ以降で

高くなった。図 3.2 より、前者の理由は全身よりも計数効率が低い前鼻道や腸管への

残留が大きいためであり、後者の理由は全身よりも計数効率が高い肺のみに残留して

いるためである。全身均一分布を仮定した場合との校正定数の乖離は、前者について

最大 25%、後者については 5日以内で最大 75%であった。したがって、全身均一分布

を仮定した校正定数を使用した場合、体内残留量が 25%の過小評価あるいは 75%の過

大評価となるおそれがあるため、体内動態を考慮する本手法の適用により、より合理

的な内部被曝評価が可能となる。ただし、校正定数は、摂取条件による体内動態の違

いや使用する全身カウンタによって異なるため、実際の放射線管理の現場で適用する

際には、その状況に基づいた検討が必要である。 
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図 3.7 60
Coの校正定数の経時変化 

 

 

 一方、137
Cs の校正定数の経時変化を図 3.8に示す。137

Cs の場合には実際の体内分

布もほぼ全身均一分布であるため、体内動態を考慮した場合と全身均一分布を仮定し

た場合との校正定数の乖離はほとんどみられない。図 3.3より、1 日以内では前鼻道や

胃への残留があるため、体内動態を考慮した場合の校正定数は均一分布を仮定した場

合の校正定数より若干小さく、最大 3%程度であった。 
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図 3.8 137
Csの校正定数の経時変化 
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第4章 核燃料再処理施設における内部被曝に 

関する検討 

 

4.1 アクチニド元素を対象とした体外計測の現状と課題 

 

 核燃料再処理施設では、使用済核燃料及び混合酸化物（MOX 燃料）に含まれる Pu

同位体や 241
Puのβ壊変に伴って生成する 241

Am等のアクチニド元素による内部被曝に

備える必要がある。アクチニド元素は、アルファ線放出核種であること及び体内での

実効半減期が比較的長いことから、内部被曝に係る線量係数が高い。したがって、信

頼性の高い内部被曝線量評価手法を確立することが重要な課題である。 

アクチニド元素を吸入摂取した場合には、はじめに肺に沈着することが知られてい

るため、肺モニタによる体外計測が実施される。しかし、アクチニド元素から放出さ

れる光子の放出率やエネルギーは極めて低い。例えば、239
Puは 38.7 keV、51.6 keV 及

び 129.3 keV のガンマ線を放出するが、それらの放出割合はそれぞれ 0.01%、0.03%及

び 0.006%である。また、同時にさらにエネルギーの低い特性 X 線（1.6%：13.6 keV、

1.6%：17.2 keV、0.38%：20.2 keV）も放出する。したがって、これらの光子を対象と

した体外計測を実施するためには、低バックグラウンドの環境で高感度な検出器を使

用する必要がある。そのため、肺モニタは精密型の全身カウンタと同様に遮蔽鉄室内

に設置されている。肺モニタに使用される検出器のひとつに、NaI(Tl)結晶と CsI(Tl)

結晶を重ね合わせたホスウィッチ型検出器がある(56)。ホスウィッチ型検出器は第 1層

の NaI(Tl)結晶で LX 線を 100%で吸収し、ノイズとなる自然放射線の大半を第 2 層の

CsI(Tl)結晶による逆同時計数検出により取り除くことができる検出器である。しかし、

エネルギー分解能が悪く、エネルギーの近い光子を放出する核種が複数存在している

場合にそれらを分離することが困難である。近年では、低エネルギー光子用の高純度

ゲルマニウム半導体検出器がホスウィッチ型検出器に取って代わってきている(57, 58)。

ホスウィッチ検出器と比較して、エネルギー分解能が優れており、Pu同位体の LX 線

と 241
Amのガンマ線との弁別及び個々の LX線の弁別が可能である。また、241

Amの計

測においてホスウィッチ検出器よりも信頼性の高い評価が可能であることが報告され
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ている(59)。ICRP Publ. 54
(60)によれば、純粋な 239

Puの肺中の均等分布に対する肺モニタ

の典型的な検出限界は 400-2000 Bq である。これに対し、241
Amの検出限界は、59.5 keV

のガンマ線を放出することから 10 Bq 程度と比較的低い。一方、作業環境における

241
Amとプルトニウムの同位体存在比に関する情報が得られれば、241

Amの摂取量から

間接的に Pu 同位体の摂取量を推定することが可能である。したがって、アクチニド

元素を対象とした体外計測においては、241
Amを検出することが第一の目的となる。 

肺モニタの校正は、全身カウンタと同様に物理ファントムを使用することが一般的

である。肺モニタを校正するための代表的なファントムとして、LLNL（Lawrence 

Livermore National Laboratory）ファントム(61, 62)及び JAERI（Japan Atomic Energy Research 

Institute）ファントム(63)がある。これらのファントムは、全身カウンタの校正に用いる

単純なファントムとは異なり、ヒトの胸部を精密に模擬している。また、付属の胸部

プレートを使用することにより、被測定者の胸部厚に応じた校正定数を評価できる。

実際の測定の際には、超音波検査によって被測定者の胸部厚を測定し、それに適した

校正定数を与える手法が検討されている(64)。線源として、肺形状の均一線源が一般に

使用される。しかし、吸入摂取したアクチニド元素の実際の肺内での沈着部位は不均

一であることが報告されている(65-68)。また、局所的な沈着に対する計数効率が、均一

分布に対する計数効率と比較して約 0.3-2.0 倍となると評価されている(69, 70)。そこで、

イメージングプレートを使用して肺内での沈着部位を特定する試みも実施されている

が(71)、未だ有効な手法は確立できていない。したがって、肺モニタによる体外計測で

は、常に肺内の沈着部位による不確かさを伴うことが課題である。 

近年、欧州線量評価委員会（European Radiation Dosimetry Group: EURADOS）を中心

に、241
Am を対象とした肺以外の臓器・組織に対する体外計測が検討されている。特

に、吸入摂取した 241
Amの骨格への残留が比較的高くなること(41)、体積が大きく周囲

を薄い軟組織に囲まれていることから、頭蓋骨が着目されている(72)。また、実際に

241
Am によって体内汚染した人を対象に、頭蓋骨に対する体外計測を実施した例もあ

る(73, 74)。しかし、241
Am の体内動態に基づく頭蓋骨を対象とした体外計測の適用性に

ついてはほとんど検討されていない。そこで、本論文では 241
Am の単位摂取量に対し

て、肺及び頭蓋骨を対象とした体外計測が有する感度の経時変化を比較することを目

的とした。そのために、本論文で開発した体内動態解析コードを使用して、肺及び頭

蓋骨の残留率の経時変化を解析した。また、肺及び頭蓋骨を対象とした体外計測で得

られる計数効率を、それぞれ実験及び計算により評価した。
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4.2 肺及び頭蓋骨への 241Am の残留率の解析 

 

本論文で開発した体内動態解析コードを使用し、成人男性作業者を対象とした急性

吸入摂取時の 241
Amの体内動態を解析した。粒子の粒径を表す AMADは、作業場にお

けるデフォルト値である 5 µmとし、表 2.7に示した初期沈着から条件に該当するもの

を選択した。 

アメリシウムの体内動態モデルは、膀胱及び詳細化された腎臓、軟組織等を有する

生理学的物質動態モデルであり、ICRP Publ. 67
(12)で与えられている。アメリシウムの

モデル及び移行に係るデータを図 4.1及び表 4.1にそれぞれ示す。アメリシウムの吸収

タイプ及び f1値は、すべての化合物についてタイプ M 及び 0.0005 である。解析にあ

たり、物理学的半減期を 432年とした。また、出力するデータは、経過時間ごとの各

臓器・組織への残留率及び 1日当たりの糞中及び尿中排泄率とした。 

 

 

 

図 4.1 アメリシウムの生理学的物質動態モデル(12)
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表 4.1 アメリシウムの生理学的物質動態モデルに係る移行係数(12)
 

移行元の 

コンパートメント 

移行先の 

コンパートメント 
移行係数(d

-1
) 

Blood Liver 11.6 

Blood CS 3.49 

Blood TS 3.49 

Blood UB 1.63 

Blood UP 0.466 

Blood KT 0.116 

Blood RC 0.303 

Blood Testes 0.0082 

Blood ST0 10.0 

Blood ST1 1.67 

Blood ST2 0.466 

ST0 Blood 1.386 

UP UB 0.099 

KT Blood 0.00139 

ST1 Blood 0.0139 

ST2 Blood 0.000019 

TS TV 0.000247 

TS TM 0.000493 

CS CV 0.0000411 

CS CM 0.0000821 

TV TM 0.000493 

CV CM 0.0000821 

CM Blood 0.0076 

TM Blood 0.0076 

Liver Blood 0.00185 

Liver SI 0.00049 

Testes Blood 0.00019 
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 図 4.2 に、解析した摂取直後の 241
Am の体内動態を示す。摂取直後には胸郭外呼吸

器（主に前鼻道）への残留率が大きい。しかし、この沈着は数日のうちに体外へと排

泄される。摂取量の約 50%は、呼吸気道から食道を介して消化管へと移行する。小腸

から血液への吸収はほとんど起こらないため、消化管に移行したものは大半が胃、小

腸、大腸等を経由して数日以内に糞中に排泄される。一方、呼吸気道及び消化管から

血液へと吸収された 241
Am は、生理学的物質モデルにしたがっていくつかの臓器・組

織へ移行し、長期的に残留する。解析した肺及びこれらの臓器・組織への長期的な残

留率関数及び 1 日当たりの尿中排泄率を図 4.3 に示す。肺及び血液の残留率と 1 日当

たりの尿中排泄率は経過日数とともに減少していく傾向を示すが、軟組織、骨格、肝

臓、生殖腺、腎臓及び膀胱への残留率はプラトーに達している。これらの臓器・組織

の中で比較的残留率の高い骨格、肝臓であっても、その値は数%未満である。しかし、

内部被曝線量は各臓器・組織における放射性物質の総壊変数に伴って大きくなる。し

たがって、数日のうちに排泄される大半の 241
Amよりも、1000 日以上にわたって骨格

や肝臓に残留するわずかな 241
Amの方が、内部被曝線量に寄与する割合は大きい。 

 

 

 

図 4.2 解析した摂取直後の 241
Amの体内動態 
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図 4.3 解析した 241
Amの長期的な体内動態 

 

 

図 4.1 に示した生理学的物質動態モデルが有する骨格のコンパートメントは、皮質

骨と海綿骨に大別される。また、皮質骨と海綿骨はそれぞれ骨表面、骨全体及び骨髄

の 3 つのコンパートメントに細分される。血液から骨格へ移行した放射性物質は骨表

面へと分布する。その後、一部は骨吸収によって骨髄へと移行し、残りは新骨形成に

よって骨全体へと移行する。骨全体に移行したものも、後に骨髄へと移行し、骨髄か

ら数ヵ月の期間で血液へ再度吸収される。後述する頭蓋骨を対象とした体外計測によ

る計数効率の評価において、これらの細分化されたコンパートメントの解剖学的位置

を再現することはできないため、ここでは皮質骨及び海綿骨ごとに骨表面、骨全体及

び骨髄のコンパートメントの残留率を合算することとした。また、頭蓋骨の残留率を

解析するにあたり、頭蓋骨が占める放射能の割合を骨格全体に対して 12.5%とした(75)。

この値は、過去に 241
Am で体内汚染した 4 名の骨格の放射能分布を分析した結果であ

り、別の文献で調査された頭蓋骨の湿重量比（13%）(76)と良く一致することが確認さ

れている。解析した頭蓋骨の皮質骨及び海綿骨の残留率関数及び肺の残留率関数を図

4.4に示す。肺の残留率は、摂取直後には約 5%であるが、200日で 1.0%、600日で 0.1%

を下回る。一方、頭蓋骨の残留率関数は、皮質骨及び海綿骨のいずれについても摂取

後 1 年までに 0.1%を上回り、1000 日後でもその残留量に変化はほとんどない。経過
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日数に伴って海綿骨の残留率が若干減少していくが、この理由は海綿骨において骨表

面から骨全体へ移行する速度が皮質骨と比較して速いためである。 

 

 

 

図 4.4 肺及び頭蓋骨の残留率関数 
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4.3 241Am の肺内沈着部位が肺を対象とした体外計測に 

及ぼす影響 

 

肺モニタと物理ファントムを使用し、241
Amの肺内沈着部位が肺を対象とした体外

計測に及ぼす影響を確認した。使用した肺モニタは、日本原子力研究開発機構核燃

料サイクル工学研究所において、放射線作業者の個人モニタリングに利用されてい

るものである。肺モニタの外観を図 4.5に示す。遮蔽鉄室は厚さ 20 cmであり、鉛、

銅及び塩化ビニルがそれぞれ厚さ 3 mm、0.5 mm及び 3 mmで内張りされている。寝

台の上部に、左右の肺に対して1つずつの計2つの検出ユニット（Canberra社製ACT-II）

があり、各ユニットには 2 基の低エネルギー用 Ge 半導体検出器（GL3825 型）が搭

載されている。検出器の検出窓は厚さ 0.6 mmの炭素複合材の膜で作られており、10 

keV 程度までの光子に対しても検出が可能である。以下に遮蔽鉄室および検出部の

詳細を示す。 

 

 ① 遮蔽鉄室 

  鉄室内サイズ ：横 200 cm、高さ 200 cm、奥行き 250 cm 

  鉄壁材質 ：鉄 

  鉄壁厚  ：20 cm 

  内張り材質 ：鉛、銅及び塩化ビニル 

  内張り厚 ：3 mm、0.5 mm及び 3 mm 

 

 ② 検出部 

  結晶   ：Ge 半導体 

  結晶サイズ  ：直径 7.0 cm、厚さ 2.5 cm 

  エネルギー分解能 ：7.6 % (
55

Fe; 5.9 keV) 

      0.61 % (
57

Co; 122 keV) 
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図 4.5 日本原子力研究開発機構が所有する肺モニタ 

 

 

物理ファントムとして図 4.6 に示す LLNL ファントム(61, 62)を使用し、241
Am が肺内

に均一分布している場合及び局所分布している場合のそれぞれについて肺モニタの計

数効率を評価した。均一分布は、通常の校正手法と同様に、LLNL ファントムに付属

している肺形状の均一線源を使用することで模擬した。一方、局所分布は、点線源を

LLNL ファントムの肺腔内に設置することで模擬した。点線源の設置場所は、肺前面

中央部、肺後面中央部及び肺底部に対して 3パターンとして、これらの設置場所に対

する計数効率を左右の肺に対して評価した。LLNL ファントムの測定ジオメトリを図

4.7に示す。4基の検出器からの信号を合算して得たスペクトルを、市販のガンマ線ス

ペクトル解析プログラムである Gamma Studio（SEIKO EG&G社製）(77)によって自動

分析し、59.5 keVのピーク面積から計数効率を計算した。 
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図 4.6 LLNLファントム 

 

 

   

図 4.7 LLNLファントムの測定ジオメトリ 

 

 

 実測した均一分布及び局所分布に対する計数効率を表 4.2 にまとめる。均一分布に

対する計数効率は約 1%であった。しかし、肺前面への沈着した場合の計数効率は均

一分布の場合と比較して 2 倍以上となった。一方、肺後面や肺底部に沈着した場合の

計数効率は、幾何学的効率及び体内での自己吸収の影響により 0.3 倍前後となった。

この結果は、過去に報告されている結果と概ね一致している(69, 70)。また、左肺の計数

効率は心臓での自己吸収の影響を受けるため、右肺よりも計数効率が低くなった。 
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表 4.2 実測した LLNLファントムに対する肺モニタの計数効率 (%) 

均一分布 

局所分布 

前面中央部 後面中央部 肺底部 

左肺 右肺 左肺 右肺 左肺 右肺 

1.1±0.014 2.3±0.14 2.5±0.13 0.35±0.014 0.40±0.016 0.226±0.009 0.275±0.011 
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4.4 頭蓋骨を対象とした体外計測による計数効率の評価 

 

4.4.1 低エネルギー用 Ge 半導体検出器のモデル化 

 

頭蓋骨に 241
Amが分布している物理ファントムは存在するが(78)、全身カウンタや肺

モニタの校正に使用する他の物理ファントムのように容易に入手することはできない。

そこで、本論文では MCNPX version 2.7.0
(47)を使用して頭蓋骨を対象とした体外計測に

よる計数効率を評価することとした。そのために、4.3 の実験で使用した肺モニタに搭

載されている低エネルギー用 Ge 半導体検出器をモデル化した。モデル化にあたり、

過去にモンテカルロ法放射線輸送計算コードで Ge 半導体検出器をモデル化した報告

(79, 80)を参照した。本論文でモデル化した検出器を図 4.8 に示す。また、検出器を構成

する物質の組成を表 4.3に示す。 

 

 

 

図 4.8 MCNPXでモデル化した Ge半導体検出器 
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表 4.3 検出器を構成する物質の組成(79)
 

検出器を構成する物質 

（構成部分） 

元素組成 

（重量組成比） 

密度 

（g/cm
3） 

寸法 

（cm） 

炭素複合材 

（Carbon window） 
C (71.5%), H (12.6%), O (15.9%) 2.3 

半径: 3.5 

高さ: 0.06 

高純度 Ge 

（Ge crystal） 
Ge (100%) 5.32 

半径: 3.5 

高さ: 2.5 

銅 

（Crystal holder） 
Cu (100%) 8.96 

内径: 3.5 

外径: 3.817 

高さ: 2.64 

ポリ塩化ビニル 

（Insulator） 
H (9%), C (38%), Cl (53%) 1.0 

内径: 3.6 

外径: 3.817 

高さ: 1.77 

ステンレス鋼 

（End cap） 

Fe (72.85), C (0.15%), Mn (2%), 

Si (1%), Cr (17%), Ni (7%) 
7.9 

内径: 3.968 

外径: 4.125 

高さ: 3.457 

厚さ: 0.157 

 

 

図 4.9に示すようにGe半導体検出器の表面から距離 15 cmの位置に 241
Amの点線源

を設置し、計算及び実際の検出器を使用した実験によりエネルギースペクトル得た。

計算にあたり、表 4.4 に示す 241
Am の壊変に伴って放出される主要な光子のエネルギ

ー及び放出率を線源として与えた。これらのエネルギーは低く、点線源の自己吸収が

スペクトルに影響するため、図 4.10 に示す点線源の密封ケースも再現した。計算は

Mode P, Eで実行し、F8 Tallyによってエネルギースペクトルを得た。スペクトルのエ

ネルギー間隔は、実験で得たスペクトルと同様の 0.1 keV とした。また、エネルギー

分解能を表す半値幅（FWHM）を、実験で得たスペクトルから式 4.1 で近似し、これ

を計算にも適用した。 
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 FWHM = 0.0002653 + 0.00112451√𝐸    4.1 

 

ここで、Eは光子のエネルギー（MeV）である。 

 

 

 

図 4.9 241
Am点線源に対する測定ジオメトリ 

 

 

表 4.4 241
Amの壊変に伴って放出される主要な光子のエネルギー及び放出率 

エネルギー（keV） 放出率（%） 

13.93 13.2 

17.61 18.6 

21.00 4.82 

26.35 2.40 

59.54 35.9 
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図 4.10 241
Am点線源の密封ケース(79)

 

 

 

計算及び実験によって得たエネルギースペクトルを図 4.11 に示す。また、主要な光

子に対するピーク面積を表 4.5 に示す。ピーク面積の解析は、計算と実験のいずれの

場合も、市販のガンマ線スペクトル解析プログラムである Gamma Studio（SEIKO 

EG&G社製）(77)による自動分析を使用した。計算によって得られるピーク面積は、い

ずれのエネルギーにおいても実験と比較して過大評価となっている。この理由は、電

極層やGe結晶の経年劣化によって生じるGe結晶の検出器表面の不感層が影響してい

るためである(81, 82)。そこで、モデル化した検出器についても検出器表面に不感層を仮

定することとした。不感層の厚さは、光子の Ge 結晶内における半価層を考慮して 10 

µm とした。また、実験で得られたスペクトルからは主要な光子のピーク以外も観察

できる。そこで、241
Am の壊変に伴って放出される光子についても最近のデータを取

り入れ (83, 84)、合計 27本の光子を線源として与えることとした。 
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図 4.11 計算及び実験によって得た 241
Am点線源に対するエネルギースペクトル 

 

 

表 4.5 主要な光子に対するピーク面積 

エネルギー（keV） 

ピーク面積（counts） 

計算/実験 
計算 実験 

13.93 30113 21181±152 1.42 

17.61 49880 39685±208 1.26 

21.00 13809 10622±114 1.30 

26.35 6764 5927±80 1.14 

59.54 106791 97649±315 1.09 

 

 

 検出器及び線源について改善したスペクトル及びピーク面積を、図 4.12 及び表 4.6

にそれぞれ示す。実験によるスペクトルは図 4.11に示したものと同様である。主要な

光子に対するピーク面積の実験と計算との乖離は、最もエネルギーの低い 13.93 keV

の光子に対して約 40%から約 25%に改善された。また、他のエネルギーの光子に対し
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ては 30%以内から 10%以内に改善された。したがって、以降の検討は改善した検出器

及び線源を使用して進めることとした。 

 

 

 

図 4.12 検出器及び線源について改善したエネルギースペクトル 

 

 

表 4.6 検出器及び線源について改善した後のピーク面積 

エネルギー（keV） 

ピーク面積（counts） 

計算/実験 
計算 実験 

13.93 16194 21181±152 0.76 

17.61 35989 39685±208 0.91 

21.00 10778 10622±114 1.01 

26.35 6006 5927±80 1.01 

59.54 104471 97649±315 1.07 
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4.4.2 皮質骨及び海綿骨に対するエネルギースペクトルの比較 

 

頭蓋骨の皮質骨及び海綿骨に 241
Am を分布させたボクセルファントムに対して、

4.4.1 でモデル化した検出器の応答を調べた。使用したボクセルファントムは、ICRP

標準ボクセルファントム(10)（男性）の頭部である。MCNPX で再現したボクセルファ

ントムを図 4.13に示す。実在する肺モニタの検出ユニットを再現するため、モデル化

した検出器 2基をファントムの頭頂部に並べた。この測定ジオメトリを図 4.14に示す。

ここでは、頭蓋骨の皮質骨及び海綿骨に 241
Amを分布させた場合のそれぞれに対して、

検出器の応答を調べた。得られた皮質骨及び海綿骨に対するエネルギースペクトルを

図 4.15 で比較する。59.5keV の光子に対するピーク効率は皮質骨で 0.29%、海綿骨で

0.61%であった。 

 

 

 

図 4.13 MCNPXで再現したボクセルファントム 
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図 4.14 ボクセルファントムの測定ジオメトリ 

 

 

 

図 4.15 計算した皮質骨及び海綿骨に対するエネルギースペクトルの比較 

 

 

頭蓋骨は、図 4.16に示すように、海綿骨が外側と内側の皮質骨に挟まれる構造をし

ている。外側の皮質骨は 1メッシュのボクセルで表現されており、その厚さは約 2 mm

である。一方、海綿骨は皮質骨に比べて厚く、6 mm前後である。皮質骨及び海綿骨
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の元素組成及び密度を表 4.7 に示す(10)。表 4.7 に示したデータに基づく 60 keV の光

子に対する線減弱係数は、皮質骨に対して 0.539 cm-1、海綿骨に対して 0.244 cm-1で

ある(85)。したがって、海綿骨から放出された光子の減弱は、外側の皮質骨に対して 10%

となり、内側の皮質骨から放出された光子の減弱は、海綿骨及び外側の皮質骨に対し

て合計 22%となる。この減弱の差違が、皮質骨と海綿骨の計数効率に差違を来たす要

因のひとつである。 

 

 

 

図 4.16 皮質骨及び海綿骨の構造 
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表 4.7 皮質骨及び海綿骨の元素組成及び密度(10) 

元素 

重量組成比（%） 

皮質骨（密度 1.920 g cm
-3） 海綿骨（密度 1.157 g cm

-3） 

H 3.6 9.0 

C 15.9 33.5 

N 4.2 2.5 

O 44.8 46.7 

Na 0.3 0.2 

Mg 0.2 0.0 

P 9.4 2.6 

S 0.3 0.3 

Cl 0.0 0.2 

K 0.0 0.1 

Ca 21.3 4.9 
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4.5 頭蓋骨を対象とした体外計測の適用性 

 

摂取した放射性物質が、実際に体外計測によって検出できるか否かを議論するため

には、対象とする臓器・組織への放射能の残留率とその臓器・組織に対する計数効率

とを乗算する必要がある。そこで、式 4.2 及び 4.3 により、241
Amの単位摂取量に対し

て、肺及び頭蓋骨を対象とした体外計測が有する感度の経時変化をそれぞれ計算した。 

 

     LungLungLung tRtA        4.2 

       .... TrabTrabCortCortSkull tRtRtA       4.3 

 

ここで、  tAi は臓器・組織 i を対象とした場合の経過時間 t における 241
Am の単位摂

取量に対する感度、  tRi は経過時間 t における臓器・組織 i への残留率、 i は臓器・

組織 i を対象とした体外計測における計数効率である。式 4.2 に示したように、肺を

対象とした場合には、肺の残留率関数と計数効率とを乗算している。一方、式 4.3 に

示したように、頭蓋骨を対象とした場合には、皮質骨と海綿骨のそれぞれについて残

留率関数と計数効率を乗算し、それらを合算している。肺及び頭蓋骨（皮質骨、海綿

骨）の残留率関数として、4.2で解析した結果を使用した。また、肺及び頭蓋骨を対象

とした体外計測における計数効率として、2.3で実験した結果及び 4.5で計算した結果

をそれぞれ使用した。 

 以上により計算される肺及び頭蓋骨を対象とした体外計測が有する感度の経時変化

を図 4.17に示す。摂取直後には従来実施されている肺を対象とした体外計測の感度が

高く、吸入摂取した 241
Am の検出に有用であると考えられる。しかし、肺内での沈着

部位によって感度が大きく異なる。したがって、沈着部位を特定することができなけ

れば、ある程度の不確かさを伴ったまま評価せざるを得ない。一方、頭蓋骨を対象と

した体外計測による感度は数十日以降で安定しており、摂取後 1000 日経過してもほと

んど変化はない。また、肺を対象とした場合の感度を数百日以降で上回っていく。頭

蓋骨を対象とした場合の感度は約 1.0×10
-5

 cps/Bq であり、例えば 50 mSvに相当する

1.85 kBq の摂取に対しては約 0.02 cps の感度しか得られない。しかし、摂取から数年
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が経過しても計測することが可能であるため、継続的に実施することで十分な計数を

収集することができる。また、実際の各施設における計測に際しては、検出器の数や

ジオメトリを調整することで、より高い計数効率が得られる検出システムを構築する

ことも可能である。本論文の成果は、肺及び頭蓋骨を対象とした体外計測とを組み合

わせた内部被曝評価を確立させるための基礎データとして活用されることが期待され

る。例えば、数日以内に実施される肺を対象とした体外計測によって 50 mSv を超え

る大線量の被曝のおそれがあると判断された場合について、数年にわたって継続的に

頭蓋骨を対象とした体外計測を実施することにより、より不確かさの小さい妥当な線

量が評価できるものと考えられる。また、バイオアッセイの結果との組み合わせによ

り、長期にわたる体内除去剤投与時の効果等の評価へも応用されることが期待される。 

 

 

 

図 4.17 肺及び頭蓋骨を対象とした体外計測が有する感度 
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第 5章 緊急時における公衆の内部被曝に 

関する検討 

 

5.1 公衆を対象とした内部被曝評価の現状と課題 

 

環境中への大量の放射性物質の放出を伴う原子力事故が発生した際には、作業者のみな

らず公衆の内部被曝が生じる可能性がある。通常、作業者の内部被曝は、急性吸入摂取に

よって起こる。しかし、公衆の内部被曝は、放射性雲中の放射性物質の吸入摂取、食物及

び飲料水中の放射性物質の経口摂取、地表面から再浮遊した放射性物質の吸入摂取等によ

って起こる可能性があるため、必ずしも急性吸入摂取によってのみ起こるとは限らない。

つまり、摂取経路や期間が状況によって異なる。一方、作業者の被曝を評価する場合は成

人のみを対象とすればよいが、公衆の場合には年齢別に検討する必要がある。したがって、

公衆を対象として適切に内部被曝を評価するためには、年齢及び摂取状況に対する体内動

態の依存性を把握しておく必要がある。 

福島第一原子力発電所事故の後、環境中のダストサンプリングや土壌のモニタリングデ

ータ等から、ヨウ素（131
I 、132

I、133
I）、セシウム（134

Cs、136
Cs、137

Cs）、テルル（129
T、129m

Te、

132
Te）、テクネチウム（99m

Tc）、バリウム（140
Ba）、ランタン（140

La）等が比較的高い濃度

で検出された(86)。これらの核種のうち、飲料水、農畜産物、水産物等においても検出され、

実際に体外計測によって計測が可能であったものは、131
I、134

Cs及び 137
Csであった。これ

は、チェルノブイリ原子力発電所事故をはじめとする他の原子炉事故においても同様であ

った(20-22)。 

ヨウ素は、甲状腺へ選択的に取り込まれ、甲状腺ホルモンの合成に使用される。主な甲

状腺ホルモンはサイロキシン（T4）、トリヨードサイロニン（T3）及びリバース T3（rT3）

である。図 5.1にそれらの構造を示す。甲状腺が生産する T4は、一般に 1日あたり約 100 

nmolであり、T4及び rT3はそれぞれ 5 nmol及び 2.5 nmolである。図 5.1に示すように、1

分子の T4は 4 個のヨウ素を含んでおり、これらが重量の大半を占めている。つまり、ヨ

ウ素は甲状腺ホルモンの合成に不可欠なものである。また、ヨウ素そのものが甲状腺に対

して薬理作用を持っており、過不足によって甲状腺機能に異常を来たす。つまり、飲料水
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や食物から日常的に摂取するヨウ素量が、甲状腺機能と密接に関係することになる。 

 

 

   

(a) T4   (b) T3   (c) rT3 

図 5.1 主な甲状腺ホルモンの構造 

 

 

放射性ヨウ素も安定ヨウ素と同様に甲状腺へ選択的に取り込まれるため、放射性ヨウ素

による内部被曝では甲状腺の等価線量に着目する必要がある。チェルノブイリ原子力発電

所事故後の調査により、131
I の摂取による小児の甲状腺がんのリスクが増加することが示

唆されている(87-89)。放射性ヨウ素による甲状腺の被曝線量は、安定ヨウ素剤の服用によっ

て低減させることができる(90-93)。その低減効果は、欧米人を対象として評価されており、

放射性ヨウ素を摂取する直前に安定ヨウ素剤を服用した場合には 90%以上、放射性ヨウ素

を摂取した後は 8時間以内の服用で 40%、24時間以降の服用で 7%未満となる(94)。しかし、

日本人のヨウ素の取り込み割合及び生物学的半減期が欧米人とは異なる可能性が指摘さ

れている(95, 96)。したがって、安定ヨウ素剤を服用した場合の日本人に対する低減効果も、

欧米人と同等であるとは限らない。 

以上より、本論文では、131
I及び 137

Csを対象に年齢及び摂取状況に対する体内動態の依

存性を調べることを目的とした。なお、134
Csの体内動態は、物理学的半減期が異なる点を

除いて 137
Cs と同様であるため、解析の対象から外した。また、日本人を対象として安定

ヨウ素剤服用時の体内動態を解析し、131
I の甲状腺への取り込み抑制効果を評価すること

を目的とした。 
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5.2 年齢及び摂取状況に対する体内動態の依存性 

 

5.2.1 131I 及び 137Cs 摂取後の体内残留量の年齢依存性 

 

本論文で解析した体内動態解析コードを使用し、131
I及び 137

Cs を対象に、急性・慢

性経口摂取した場合の体内残留量の変化を年齢別に解析した。 

ヨウ素の組織系動態モデルは、ICRP Publ. 56
(11)で与えられている。コバルトのモデ

ル及び移行に係る年齢別のデータを図 5.2 及び表 5.1にそれぞれ示す。血液へ吸収され

たヨウ素は全年齢において 0.25日の生物学的半減期で代謝される。血液から代謝され

たものは、70%が尿中へと排泄され、30%が甲状腺へと取り込まれる。甲状腺に取り

込まれたものは、年齢に応じて 11.2-80 日の生物学的半減期で他の臓器・組織へと移

行し、さらに 1.12-12日の生物学的半減期で代謝される。他の臓器・組織からは、20%

が糞中へと排泄されるが、80%は再び血液へと吸収され循環する。ヨウ素の吸収タイ

プ及び f1値は、蒸気を除くすべての化合物についてタイプ F 及び 1.0 である。解析に

あたり、f1値を 1 .0の近似値として 0.99、物理学的半減期を 8.04日とした。 

 

 

 

図 5.2 ヨウ素の組織系動態モデル(11)
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  表 5.1 ヨウ素の組織系動態モデルに係る年齢別のデータ(11)
 

年齢 
生物学的半減期（d） 

血液 甲状腺 残りの臓器・組織 

3 ヵ月 0.25 11.2 1.12 

1歳 0.25 15 1.5 

5歳 0.25 23 2.3 

10歳 0.25 58 5.8 

15歳 0.25 67 6.7 

成人 0.25 80 12 

 

 

セシウムの組織系動態モデルについては 2.3.3で述べたとおりであるが、移行にかか

る年齢別のデータは、ICRP Publ. 56
(11)で与えられている。それらのデータを表 5.2 に

示す。 

 

 

  表 5.2 セシウムの組織系動態モデルに係る年齢別のデータ(11)
 

年齢 
取り込み割合（%） 生物学的半減期（d） 

全身 A 全身 B 全身 A 全身 B 

3 ヵ月 - 100 - 16 

1歳 - 100 - 13 

5歳 44 55 9.1 30 

10歳 30 70 5.8 50 

15歳 13 87 2.2 93 

成人 10 90 2.0 110 

 

 

図 5.3に 131
Iの急性経口摂取後の体内残留量の経時変化を年齢別に示す。ここでは、

急性摂取として 1 回で 50 Bq 摂取した場合を想定した。いずれの年齢においても、50
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日後には摂取した 131
I はほとんど体内に残留していない。年齢が小さいほど体内残留

量の減少が若干速いものの、年齢依存性は小さい。表 5.1 に示した甲状腺における生

物学的半減期は、成人で 80日であるのに対し、3ヵ月では 11.2日である。しかし、物

理学的半減期と併せて計算される実効半減期は、成人で 7.3日、3ヵ月で 4.7日となる。

つまり、生物学的半減期に比べて物理学的半減期が小さいため、年齢依存性が体内残

留量に与える影響は小さくなったといえる。図 5.4 に 131
I の慢性経口摂取後の体内残

留量の経時変化を年齢別に示す。慢性摂取として 1日 1 Bq ずつ、50 日間で合計 50 Bq

摂取した場合を想定した。いずれの年齢においても、体内残留量は 30 日後までに数

Bqで平衡に達することが確認される。 

 

 

 

図 5.3 131
Iの急性経口摂取後の体内残留量の経時変化 
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図 5.4 131
Iの慢性経口摂取後の体内残留量の経時変化 

 

 

図 5.5に 137
Csの急性経口摂取後の体内残留量の経時変化を年齢別に示す。ここでは、

急性摂取として 1 回で 500 Bq 摂取した場合を想定した。成人や 15 歳の場合には、摂

取した 137
Cs が 500 日後でも体内への残留しているのに対し、1歳や 3ヵ月の場合には

100 日後でほとんど残留していない。表 5.2 に示した全身 B における生物学的半減期

は、成人で 110 日であるのに対し、3ヵ月では 16日である。物理学的半減期と併せて

計算される実効半減期は、成人で 109日、3ヵ月で 16日である。つまり、物理学的半

減期が生物学的半減期に比べて非常に長く、実効半減期が生物学的半減期とほぼ同じ

であるため、年齢依存性が体内残留量に与える影響が大きくなったといえる。図 5.6

に 137
Cs の慢性経口摂取後の体内残留量の経時変化を年齢別に示す。慢性摂取として 1

日 1 Bqずつ、500 日間で合計 500 Bq摂取した場合を想定した。成人の場合には 100 Bq

を超えたところで平衡に達するが、3 ヵ月の場合にはその半分以下の体内残留量で平

衡に達することが確認される。 

 

 



87 

 

 

図 5.5 137
Csの急性経口摂取後の体内残留量の経時変化 

 

 

 

図 5.6 137
Csの慢性経口摂取後の体内残留量の経時変化 
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5.2.2 摂取状況に対する 131I の甲状腺残留率の依存性 

 

 137
Cs を対象とした体外計測は全身カウンタによって実施されるが、131

I を対象とし

た場合には甲状腺モニタによって実施される。したがって、甲状腺モニタによる計測

で得た甲状腺残留量から摂取量を推定するためには、甲状腺残留率の経時変化を把握

する必要がある。一方、図 5.3に示したように、131
Iの体内残留量は数十日のうちに速

やかに減少するため、摂取する期間等の摂取状況に大きく依存すると考えられる。そ

こで、摂取状況に対する 131
Iの甲状腺残留率の依存性を調べることとした。 

 131
Iの吸入及び経口摂取に対する甲状腺の等価線量係数(15)を年齢別に表5.3にまとめ

る。また、各年齢における 1 日あたりの呼吸量、摂水量及び摂食量(97, 98)を表 5.4 にま

とめる。等価線量係数は一般に年齢が低いほど高いが、呼吸量、摂水量及び摂食量は

逆に年齢が低いほど小さい。したがって、あるレベルの放射能に汚染された環境で生

活した場合の年齢別の線量への寄与を評価するためには、吸入摂取に対する線量係数

を呼吸量の比で補正し、経口摂取に対する線量係数を摂水量及び摂食量の比でそれぞ

れ補正する必要がある。呼吸量、摂水量及び摂食量で補正した年齢ごとの線量を成人

で規格化し、図 5.7 に示す。あるレベルの放射能に汚染された環境で生活した 1 歳児

の内部被曝線量は同様の環境で生活した他の年齢層よりも高く、成人に対しては呼吸

による吸入摂取が約 2倍、摂水及び摂食による経口摂取が 4 倍前後となることが確認

された。 

 

 

  表 5.3 131
Iの吸入及び経口摂取に対する甲状腺の等価線量係数（Sv Bq

-1）(15)
 

年齢 吸入摂取 経口摂取 

3 ヵ月 1.4×10
-6

 3.7×10
-6

 

1歳 1.4×10
-6

 3.6×10
-6

 

5歳 7.3×10
-7

 2.1×10
-6

 

10歳 3.7×10
-7

 1.1×10
-6

 

15歳 2.2×10
-7

 6.9×10
-7

 

成人 1.5×10
-7

 4.4×10
-7
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  表 5.4 1日あたりの呼吸量、摂水量及び摂食量(97, 98)
 

年齢 呼吸量（m
3） 摂水量（㏄） 摂食量（g） 

3 ヵ月 2.86 1400 - 

1歳 5.16 1400 1034 

5歳 8.72 1600 1243 

10歳 15.3 1800 1817 

15歳 20.1 2400 2096 

成人 22.2 2650 2233 

 

 

 

図 5.7 呼吸量、摂水量及び摂食量で補正した線量比 

 

 

 以上の検討より、ここでは 1歳を対象として、急性摂取及び継続的な摂取に対する

甲状腺残留率を解析した。これらの摂取のパターンを図 5.8 に示す。131
Iは物理学的半

減期が短いため、同じ摂取量を慢性的に摂取するケースは稀である。そこで、継続的

な摂取として、経過日数に応じて 131
I の物理学的半減期にしたがった摂取を続けたも

のと想定した。継続的な摂取における残留率は、経過日数ごとにその時点までの総摂
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取量に対して算出した。摂取経路は吸入及び経口摂取とした。吸入摂取時の AMAD

は公衆に対するデフォルト値である 1 µmとし、表 2.7 に示した初期沈着から条件に該

当するものを選択した。また、体内での残留期間が長い場合と比較するため、成人を

対象とした 137
Cs の全身残留率についても同様の条件で解析した。 

 

 

 

図 5.8 想定した急性摂取と継続的な摂取 

 

 

図 5.9 に解析した 131
I の甲状腺残留率を示す。また、急性摂取に対する継続的な摂

取の残留率の比を摂取経路ごとに表 5.5 に示す。急性摂取の場合には、約 1 日かけて

甲状腺に取り込まれた 131
I が実効半減期は 5.2 日で代謝されていくのに対し、継続的

に摂取した場合には物理学的半減期 8.04日にしたがって減衰する 131
Iを甲状腺に取り

込みつづけることになる。この半減期の差違が、継続的な摂取による残留率が急性摂

取による残留率を上回る要因である。表 5.5 より、摂取開始から 5 日以降で継続的な

摂取による残留率が急性摂取の場合を上回っており、30日後にはその差が約 3倍とな

る。これは、131
Iを継続的に摂取している状況において、摂取開始から 30 日以内に実

施した甲状腺モニタによる測定値から摂取量を推定するにあたり、急性摂取を想定し

た場合には最大で約 3倍の過大評価となることを意味している。5.2.1での検討により、

131
I の体内動態の年齢依存性は小さいことが確認されたが、摂取する期間等の摂取状

況にはむしろ大きく依存することが明らかとなった。 
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図 5.9 解析した 131
Iの甲状腺残留率 

 

 

表 5.5 急性摂取に対する継続的な摂取の甲状腺残留率の比 

経過日数 
（継続的な摂取）/（急性摂取） 

吸入摂取 経口摂取 

1 0.65 0.67 

5 1.1 1.1 

10 1.5 1.5 

20 2.2 2.2 

30 3.1 3.1 

 

 

一方、図 5.10 に解析した 137
Cs の甲状腺残留率を示す。また、急性摂取に対する継

続的な摂取の残留率の比を摂取経路ごとに表 5.6に示す。全身に取り込まれた 137
Cs の

実効半減期は 109 日であり、物理学的半減期は 30.1 年である。131
I の場合と同様に、

この半減期の差違が急性摂取と継続的な摂取との残留率の差違に影響するが、数十日

以内ではいずれの半減期による減衰も大きくない。したがって、表 5.6に示すように、

継続的な摂取による残留率の急性摂取に対する比は、30 日後でも 1.2 倍にとどまる。



92 

 

以上より、公衆の内部被曝評価に臨むにあたっては、核種ごとに異なる摂取状況や年

齢に対する体内動態の依存性を把握することが重要であるといえる。 

 

 

 

図 5.10 解析した 137
Csの全身残留率 

 

 

表 5.6 急性摂取に対する継続的な摂取の全身残留率の比 

経過日数 
（継続的な摂取）/（急性摂取） 

吸入摂取 経口摂取 

1 1.0 1.0 

5 1.1 1.1 

10 1.1 1.1 

20 1.1 1.1 

30 1.2 1.2 
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5.3 日本人を対象とした安定ヨウ素剤服用時の体内動態 

 

 これまでに、ICRP で与えられた組織系動態モデルを原型とした安定ヨウ素剤の服用

に係る体内動態モデルが開発されている(99)。本モデルでは、放射性ヨウ素及び安定ヨ

ウ素の体内動態をそれぞれ解析し、血液から甲状腺への移行係数（mBlood,Thyroid）として、

式 5.1 に示す甲状腺における放射性ヨウ素及び安定ヨウ素の総量に依存する変数を適

用している。 
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ここで、f は定数、qThyroid,Rは甲状腺における放射性ヨウ素の残留量、qThyroid,Sは甲状腺

における安定ヨウ素の残留量、Q は甲状腺に取り込むことのできる最大のヨウ素量で

ある。つまり、安定ヨウ素剤の服用によって qThyroid,Sが大きくなるにつれて、mBlood,Thyroid

が小さくなるため、放射性ヨウ素の甲状腺への取り込みが抑制されることになる。図

5.2に示した血液、甲状腺、その他の組織における残留率の経時変化は、放射性ヨウ素

及び安定ヨウ素についてそれぞれ以下の微分方程式によって表される。 
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安定ヨウ素： 
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ここで、qi,Rはコンパートメント i における放射性ヨウ素の残留量、qi,Sはコンパートメ

ント i における安定ヨウ素の残留量である。このモデルの妥当性は Ramsden らによっ

て検証されている(100)。また、日本人を対象とした場合のパラメータの値が永松らによ

って与えられている(101)。それらの値を表 5.7に示す。 

 

 

表 5.7 安定ヨウ素剤服用時のモデルに係るパラメータの値(101)
 

パラメータ 
移行元の 

コンパートメント 

移行先の 

コンパートメント 
日本人（成人） 

mBlood,Excretion (d
-1

) 血液 排泄 1.92 

mThyroid,Others (d
-1

) 甲状腺 他の組織 0.03 

mOthers,Blood (d
-1

) 他の組織 血液 0.07 

mOthers,Excretion (d
-1

) 他の組織 排泄 0.007 

Q (mg) - - 20.0 

f (d
-1

) - - 1.92 

 

 

安定ヨウ素を過剰に摂取した場合に発現する可能性のある重要な現象として、一時

的に甲状腺ホルモンの合成が阻害される Wolff-Chaikoff 効果が報告されているが(102, 

103)、これまでにこの効果を明確にモデル化した例はない。Wolff-Chaikoff 効果は甲状

腺内のヨウ素量がある値に達することで現れ (104, 105)、血液から甲状腺へのヨウ素の移

行が急速に停止するが、甲状腺内のヨウ素量が減少するとまた移行が再開することが

知られている(106, 107)。したがって、血液中のヨウ素濃度が高い期間は、Wolff-Chaikoff

効果の発現と解放を繰り返すことになると考えられる。しかし、血液中のヨウ素濃度

が 2日間にわたって高い場合には、Wolff-Chaikoff 効果からの脱出現象が起こり、それ

以降はWolff-Chaikoff 効果が現れなくなることが報告されている(108)。過去に、ラット
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を対象とした実験により、ヨウ素の投与量に対する甲状腺ホルモンの合成量が評価さ

れた(109)。その結果を図 5.11 に示す。日本人に換算して約 10 mg に相当するヨウ素の

投与量を超えた場合、甲状腺ホルモンの合成量が低下することが確認される。つまり、

Wolff-Chaikoff 効果が発現する安定ヨウ素剤の服用量が 10 mgと考えられる。一方、原

子力事故時における成人を対象とした安定ヨウ素剤の服用量は 100 mg とされている

(106)。安定ヨウ素剤はヨウ化カリウムであり、ヨウ素量に換算して 76 mgである。した

がって、安定ヨウ素剤の服用によってWolff-Chaikoff 効果が発現すると考えられる。 

 

 

 

図 5.11 ヨード投与量に対する甲状腺ホルモンの合成量(109)
 

 

 

 本論文で開発した体内動態解析コードに、安定ヨウ素剤の服用に係るモデル及び表

5.7に示したパラメータを組み込んだ。また、経口によって服用した安定ヨウ素はヒト

消化管モデルを経由して小腸から血液へと吸収されることとし、ヒト消化管モデルに

係る移行係数及び f1値は放射性ヨウ素と同様とした。日本人が日常的に摂取するヨウ

素の摂取量を 1000 µg d
-1 (111)とした解析により、甲状腺内のヨウ素は 14.3 mgで平衡に

達していることを確認した。この状態で、Wolff-Chaikoff 効果が発現する 10 mgのヨウ

素を服用した場合の甲状腺内のヨウ素量の変化を図 5.12 に示す。甲状腺内のヨウ素量

は最大で 16.0 mgに達するため、新たに以下の条件を従来のモデルに追加した。 
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つまり、甲状腺内のヨウ素量が 16.0 mgに達することから、血液から甲状腺への移行

係数は従来どおり式 5.1 によって決定されるが、16.0 mg に達したところで

Wolff-Chaikoff 効果が発現して移行が中断することとした。 

 

 

 

図 5.12 10 mgの安定ヨウ素の服用後の甲状腺内のヨウ素量の変化 

 

 

 新たに Wolff-Chaikoff 効果に関する条件を導入した体内動態解析コードを使用し、

成人日本人男性を対象とした 131
I の急性吸入摂取に対する甲状腺残留率関数を解析し

た。AMAD は公衆に対するデフォルト値である 1 µm とし、表 2.7 に示した初期沈着

から条件に該当するものを選択した。安定ヨウ素剤の服用の有無に対する甲状腺内の

131
I の残留率関数を図 5.13 に示す。安定ヨウ素剤の服用のタイミングによって甲状腺

残留率関数が大きく異なることが確認される。安定ヨウ素剤の服用の有無による甲状

腺残留率関数の積分値を比較することにより、131
I の甲状腺への取り込み抑制効果を
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評価した。その結果を図 5.14に示す。抑制効果は、2日前の服用で 50%、12時間前か

ら直前までの服用で 80%以上であった。放射性ヨウ素の摂取後の服用で効果が急激に

減少する点は欧米人を対象として評価された過去の報告と同様の傾向であり(94)、12時

間後で 20%、1日後で 7%未満であった。 

 

 

 

図 5.13 安定ヨウ素剤の服用の有無に対する甲状腺内の 131
Iの残留率関数 

 

 

 

図 5.14 安定ヨウ素剤の服用による 131
Iの甲状腺への取り込み抑制効果  
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第 6章 結論 

 
本論文では、高い汎用性及び拡張性を有する体内動態解析コードを開発した。また、

その結果に基づき、原子力発電施設における内部被曝、核燃料再処理施設における内

部被曝及び緊急時における公衆の内部被曝の現状の課題について解決を試みた。 

原子力発電施設における内部被曝に関する検討では、放射線管理の現場において摂

取した放射性核種の体内動態を容易に把握することができるよう、60Co 及び 137Cs の

体内動態を可視化した。また、体内動態を考慮した全身カウンタの校正手法を提案し、

従来の 60Co の全身均一分布を仮定した校正では体内残留量が 25%の過小評価あるい

は 75%の過大評価となることが確認できた。現在、日本保健物理学会において、全身

カウンタの検出下限や校正等に関する標準化が実施されているところである。今後、

標準化によってクラス分けされた全身カウンタの性能に応じて、ここで提案した校正

手法を取り入れた評価プロトコールの策定が必要となる。 

核燃料再処理施設における内部被曝に関する検討では、241Amの体内動態を解析し、

肺への残留率は摂取直後には約 5%であるが、200日で 1.0%、600日で 0.1%を下回る

ことが確認できた。一方、頭蓋骨への残留率は、皮質骨及び海綿骨のいずれについて

も摂取後 1年までに 0.1%を上回り、1000日後でもほとんど変化がないことが明らか

となった。また、肺を対象とした体外計測における計数効率は、241Am の肺内での沈

着部位により、均一分布に対して約 0.3-2.0 倍となることが実験により確認できた。

一方、頭蓋骨を対象とした体外計測における 241Amの計数効率は、ボクセルファント

ムを使用した計算により、皮質骨に対して 0.29%、海綿骨に対して 0.61%であった。

残留率と計数効率の掛け合わせによって計算される頭蓋骨を対象とした体外計測が有

する単位摂取量あたりの感度は、約 1.0×10
-5

 cps/Bqで長期にわたって安定する。した

がって、50 mSvを超える大線量の被曝に対して、数年にわたって継続的に計測するこ

とが可能であると期待される。今後、プルトニウムによる内部被曝線量評価、体内除

去剤投与後の線量評価、バイオアッセイ法と組み合わせた評価プロトコールの最適化

について検討し、緊急被ばく医療体制を確立していくことが必要となる。 

 緊急時における公衆の内部被曝に関する検討では、年齢に対する 131
I の体内動態の

依存性は、137
Cs と比較して小さいことを示した。しかし、継続的に 131

Iの摂取を続け

た場合の甲状腺残留率は急性摂取の場合と比較して摂取開始から30日後で3倍となり、
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131
I の体内動態は摂取を続ける期間等の摂取状況には大きく依存することが明らかと

なった。また、安定ヨウ素剤の服用に係る体内動態モデルに、新たに Wolff-Chaikoff

効果を取り入れ、日本人を対象とした放射性ヨウ素の甲状腺への取り込み抑制効果の

評価を可能とした。131
I に対する抑制効果は、安定ヨウ素剤を 2 日前に服用した場合

で 50%、12時間前から直前までに服用した場合で 80%以上であったが、摂取直後には

急激に効果が減少し、12 時間後で 20%、1 日後で 7%未満であった。今後、安定ヨウ

素剤の服用に関して、投与時期、投与量、投与回数等の最適化について検討していく

必要がある。 
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